
5. 地盤及び基礎構造 
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5.1 液状化の判定と対策               B 

【よくある指摘事例】 

地盤及び基礎の設計において，地盤の液状化の影響についての説明が不十分な事例がある． 

 

【関係法令等】 

令第 93 条 

2020 年技術基準 p.562 

 

【指摘の趣旨】 

 地盤の液状化は，地盤の支持力の検討や杭の水平力に対する設計など考慮する必要がある．構造計

算適合性判定において，液状化の可能性についての設計者の判断が示されていないことや，液状化の

判定結果を杭や基礎の検討にどのように考慮したか等，説明不足が多くみられ指摘されている．これ

らは，主に液状化判定のためのマグニチュードや入力加速度レベルの設定が明確でないことや，設計

における液状化の取扱いが明確に定められていないことなどが主な原因と考えられる．以下では液状

化のおそれのある地盤の条件や，液状化の判定方法，液状化のおそれのある地盤での対策について解

説する． 

 

【解説】 

1. 問題の要点 

 地震時に液状化のおそれがある地盤については，以下の点に留意が必要である． 

 ・直接基礎の支持力が確保できなくなる． 

 ・杭の支持力を確保できなくなる． 

 ・杭の水平抵抗力が低下する（失われる）． 

 ・設備インフラ等に障害が起こる． 

 

2. 液状化のおそれのある地盤条件および液状化の判定について 

2020 年技術基準１）及び基礎指針 2019２）では，液状化のおそれのある地盤条件は以下の条件に該当

する洪積層及び沖積層の砂質地盤とされている． 

① 地表面から 20m 以浅の地層１）．ただし基礎指針 2019 では，さらに造成地盤等で連続している

場合はその深さまでとなっている２） ． 

② 砂質土で粒径が比較的均一な中粒砂等１）基礎指針では細粒分「0.075mm 未満」の含有率が 35%

以下，ただし，粘土分「0.005mm 未満」が 10%以下，または塑性指数が 15%以下の埋立ある

いは盛土地盤は含む２）となっている． 

③ 地下水で飽和していること１）． 

④ N 値が概ね 15 以下であること１）． 

なお，液状化の判定に用いる細粒分含有率は細粒度試験結果によることを原則とする． 

液状化の判定を行う場合の地表面水平加速度について以下に示す１）． 

・液状化の判定は，地表面加速度 150gal に対して Fl値で行うことを原則とする． 

・加速度は地中の等価な繰返しせん断力を求めるための指標で，「限界耐力計算を行う場合の液状化

の検討に際しては，最大加速度 150gal 以上，最大加速度 350gal 以上というレベルの異なる 2 種

類の地震動を対象としている．建築物の周辺にがけ面が存在する場合や最大加速度 150gal に対す
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る液状化の検討において Fl値が 1 未満の層が厚く堆積している場合など，液状化による地盤の沈

下・変形が著しいと考えられる場合は，最大加速度 350gal に対しても液状化の検討を行い，必要

な対策を講じることが望ましい．」と記載されている１）．したがって，現行法規では保有水平耐力

計算時に液状化の検討は必須ではないが，保有水平耐力時にも検討することが望ましい． 

・大地震時の検討を直接行わない代わりに中地震時の液状化の検討において最大加速度 200gal と

設定することができる１）． 

また，マグニチュードは等価な繰返し回数を求めるための指標で，通常は M=7.5 を使用する２）．こ

れは液状化抵抗曲線が等価繰返し回数 n=15 に基づき作成されているためである．繰返し回数が多い

地震を想定する場合は，マグニチュードを大きくすることができる．また，告示で定められている地

域係数とマグニチュードとの関連は示されていない． 

 

2.1 Fl値（液状化抵抗率）による液状化の判定２） 

2.1.1 液状化判定式 

  各深さにおける液状化の判定は，（1）式により行う． 

                                                 （1）  

     𝜏𝑙/𝜎′𝑧 ：液状化抵抗比（（6）式参照） 

     𝜏𝑑/𝜎′𝑧 ：等価な繰返しせん断応力比（（2）式参照） 

（1）式から求めた Fl値が 1 より大きくなる土層は液状化の可能性はないと判断し， Flが 1 以下と

なる場合は可能性があると判断する． Flの値が小さいほど液状化に対する抵抗力が小さく，また Fl値

が 1 を切る土層が厚いほど液状化による危険度が高くなると判断する． 

2.1.2 等価な繰返しせん断応力比 

 検討地点の地盤内の各深さに発生する等価な繰返しせん断応力比は（2）式から求める． 

                             

   

：水平面に生じる等価な一定繰返しせん断応力振幅（kN/m2） 

：検討深さにおける有効土被り圧（鉛直有効応力）（kN/m2） 

：検討深さにおける全土被り圧（鉛直全応力）（kN/m2） 

：地表面における設計用水平加速度（m/s2） 

：重力加速度（9.8m/s2） 

：等価の繰返し回数に関する補正係数 

rn＝0.1(M－1)      M：マグニチュード 

：地盤が剛体でないことによる低減係数 

rd＝1－0.015z       z：地表面からの検討深さ 

 

2.1.3 補正 N 値 

 対応する深度の補正 N 値（Na）は（3）式から求める． 

Na＝N1+ΔNf                                 （3） 

N1：換算 N 値 

     ΔNf：細粒分含有率 Fcに応じた補正 N 値増分   

（図－1 より求める） 
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   ここに， 

NCN N・=1                 （4） 

𝐶𝑁 = √100/𝜎′𝑧              （5） 

      NC ：拘束圧に関する換算係数 

      N ：N 値 

 

2.1.4 液状化抵抗比 

液状化抵抗比 τ l / σ’zは補正 N 値（Na）を用いて（6）式の 

ように算定できる．（6）式２）３）は飽和土層のせん断ひずみ 

振幅 5％時の実験結果より求められたものである．文献３）では（6）式が図で示されている． 

                                                            （6） 

   α ＝0.45, Cγ ＝0.57,  n ＝14,  Cs＝94－19log γ, γ ＝5％ 

 

2.2 地表変位 Dcyと液状化の程度１）２） 

 以下の検討方法は，液状化による地盤変位を予測する方法である．限界耐力計算において，その適

用範囲を定めるものとして 350gal の地震に対して液状化の程度を判断するものである． 

2.2.1 繰返しせん断ひずみと地表変位 

地表変位 Dcyは各層の層厚 H および繰返しせん断歪 γcyより（7）式で求められる．繰返しせん断歪

γcyは補正 N 値（Na）と繰返しせん断応力比 τd /σ’zにより基礎指針 2019２）より推定することができ

る． 

   𝐷𝑐𝑦 = ∑(𝛾𝑐𝑦 ⋅ 𝐻)                                （7） 

2.2.2 地表変位 Dcyと液状化の程度の関係 

過去の事例から地表変位 Dcyと液状化の程度の関係は表－1

のように示されている． 

2.2.3 体積ひずみと残留沈下量 

残留沈下量 S は（8） 式により求められる．体積ひずみ 

εvは繰返しせん断ひずみ γcyを εvと読み替えればよい． 

𝑆 = ∑(𝜀𝑣 ⋅ 𝐻)                        （8） 

 

2.3 液状化指数（PL値）による危険度の評価１） 

 以下は層毎の Fl値の分布に基づき液状化の危険度を予測する方法である．限界耐力計算において，

その適用範囲を定めるものとして 350gal の地震に対して液状化の危険度を判断するものとして使用

される． 

2.3.1 PL値 

液状化による影響度を示す指標 PLは， Fl値を用いて，（9）式により求める． 

                                                                  （9） 

      ここに， w(z)（単位 m）は地表面からの深さに関する重み関数で， w(z)＝10－0.5z を用いる． 

2.3.2 PL値と液状化による危険度の関係 

過去の被害事例から PL値と液状化の危険度の関係は，表－2 のように示されている． 

図－1 細粒分含有率と補正 N 値 
増分の関係 

表－1 地表変位と液状化の程度 
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3. 液状化の考慮 

3.1 杭基礎（水平地盤反力係数の低減および支持力）２） 

液状化の可能性がある地盤において，杭の水平力に対する検討を行う場合，液状化層の水平地盤反

力係数 𝑘ℎ𝐿 および塑性水平地盤反力 𝑝𝑦𝐿 を（10），（11）式により低減する． 

                               （10）                            

   𝑝𝑦𝐿 = 𝛼𝐿 ⋅ 𝑝𝑦                （11） 

 

 

 

 

 

 

Lは図－2 より求める．𝛼𝐿は暫定的に𝛼𝐿 = 𝛽𝐿としてよいとされている．これは，液状化地盤の最大地

盤反力が全上載圧の 0.2～1.0 倍程度になっていることに対応する． 

杭の支持力については液状化により液状化層を含んでそれ以浅の摩擦力が失われる１）ことを考慮す

る必要がある．  

 

3.2 直接基礎（地盤支持力について） 

液状化により有害な損傷，変形及び沈下が生じないことを確かめなければならない．べた基礎や杭

基礎等にするなど，基礎形式の変更や，締固めなどの地盤改良等の対策が必要である． 

 

4. 加速度レベルと判定基準について 

告示免震構造は液状化のおそれのないことが必要条件である．また，限界耐力計算法において平成

12 年建設省告示第 1457 号第 10 第 2 項の規定に基づき Gsを精算する際は液状化のおそれがないこと

を確認する必要がある．これは，これらの計算法で用いられる表層地盤による加速度増幅率 Gsの精算

は液状化が生じないことを前提としており，液状化のおそれのある場合は Gsの精度が確保されないか

らである．以下に，限界耐力計算法において，液状化のおそれがないことを確認する方法を示す． 

以下の（1）（2）の両方が満足される場合１）． 

（1） 地表面加速度 150gal に対して，以下の状態を満足すること． 

a）「液状化の可能性がないこと（全層 Fl >1.0）」 

（2） 地表面加速度 350gal に対して，以下のいずれかの状態を満足すること． 

a）「液状化の可能性がないこと（全層 Fl >1.0）」 

b）「液状化の程度が軽微な範囲でおさまること（Dcy ≤ 5cm）」 

𝛼𝐿 = 𝛽𝐿 ：補正係数 

       ：基準水平地盤反力係数（kN/m2） 

      ：液状化を考慮した杭と地盤の相対変位（m） 

        ：塑性水平地盤反力の低減係数  

        ：砂質土の塑性水平地盤反力度 図－2 水平地盤反力係数の低減率 

表－2 PL値と液状化の危険度 
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c）「液状化による危険度が低いこと（PL ≤ 5）」 

また，Gsは地表面まで計算する必要があるため，液状化の判定は地表面まで行う必要がある． 

 

5. 小規模建築物について 

小規模建築物については文献４）の 5.6 節に示す簡易な判定法により，その影響の大きさを適切に

判断することが示されている．なお，小規模建築物とは以下のすべての条件を満たすものを言う． 

①地上 3 階以下 ②建物高さ 13ｍ以下 ③軒高 9ｍ以下 ④延べ面積 500 ㎡ 以下 

 

【参考文献】 

１）国土交通省国土技術政策総合研究所他監修：2020 年版建築物の構造関係技術基準解説書，7.3 限 

界耐力計算，9.6 地盤及び基礎ぐい 

２）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，3.2 地盤の液状化，6.6 水平抵抗および基礎部材の設計， 

2019 

３）Tokimatsu,K. and Yoshimi,Y. : Empirical correlation of soil liquefaction based on SPT N-value and fines content, Soils 

 and Foundations  Vol.23, pp.56～74, 1983.12 

４）日本建築学会：小規模建築物基礎設計指針，5.6 地盤の液状化，2008 
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5.2 直接基礎の接地圧 

【よくある指摘事例】 

・基礎の接地圧に偏分布荷重を考慮していない事例がある． 

・柱軸力が小さい基礎位置に支点を設けて基礎梁に接地圧による反力を負担させる場合，接地圧分

布に関する安全性の検討が不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

令第 38 条，第 93 条 

 

【指摘の趣旨】 

 べた基礎や布基礎の場合，基礎の図心と重心が異なると基礎底面に偏分布の接地圧が作用する． 

また，基礎梁の取り付かない独立フーチング基礎で，軸力と曲げ応力を基礎で処理する場合には偏

分布の接地圧を考慮しないことは柱に作用する曲げ応力を無視して設計を行うことに等しく，想定

する許容地耐力を超えることがあり危険である． 

 高層に低層が付属するなど，部分的に階数が異なる場合にも接地圧が偏分布となることが多いの

で，基礎を剛体と仮定して接地圧を算定した場合には高層部直下の接地圧評価が危険側になる可能

性があるため，高層部と低層部をゾーニングで検討するなどの配慮が必要となる． 

基礎梁の設計応力の算出に際して，柱を支点として接地圧を作用させて算定した反力が，特に,軸

力の小さな柱を支点とする場合，支点位置で柱軸力が支点反力より小さい場合がある．この場合は

基礎梁中央上端の曲げ応力が危険側になることが多いため，力の釣合に配慮して不釣合力を節点反

力として支点を解除したモデルに考慮するなどの配慮も必要である． 

以下に直接基礎の接地圧算定方法を解説する． 

 

【解説】 

1. 接地圧の算定 

 RC 規準 2018１）では，地盤が一様な鉛直剛性を有し基礎 

が剛体であると仮定した場合で，荷重に偏心がない場合の接地圧は 

σ＝σ𝑚𝑎𝑥＝σ𝑚𝑖𝑛＝N/A とされている．また，偏心がある場合には偏

心圧縮柱の場合と同様に xn－g＋e＝In/Sn から下式で求められる． 

および  

ここで α と𝛼′は，長方形基礎ならば中立軸の位置により下記式で 

算出できる．（図－1） 

中立軸が断面外の場合：              および        

 

 

 
図－1 接地圧分布 
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中立軸が断面内の場合：  

 

上式は平面保持の仮定が成立するものとして導かれたものである． 

 

2. 接地圧分布 

基礎下の接地圧分布は，土質，基礎の剛性，根入れ深さなどによって左右され，剛な基礎の場合に

は図－2 に示すように，粘性土では周辺部の，砂地盤では中央部の接地圧が大きくなる傾向にある．

また実際の地盤の鉛直剛性は一様でなく，基礎も完全に剛体ではないので，地盤の鉛直剛性や基礎

および建物の剛性を評価した接地圧の検討が望まれる． 

 

 

 

3. べた基礎の支点反力 

べた基礎などでは便宜上，基礎が剛体であると仮定して算定した接地圧を用いて，基礎を支点と

見なした基礎梁モデルへ作用させ応力を算出するが，特に柱配置が不均等な場合，柱軸力に対して

接地圧を支持する基礎等周辺部材の鉛直力（せん断力）との釣合いが保たれず，基礎梁応力を危険

側に評価する場合があり注意が必要とされる.簡便法として支点を解除して力の釣合条件を満足さ

せる方法などが考えられるが，接地圧の算出時に仮定した変位の適合条件は満足しないことに留意

は必要である． 

力の釣合条件を満足させる場合の一例として等間隔 2 スパンの布基礎梁についての試算を図－3

に示す． 

接地圧を等分布荷重と仮定して算出した応力では，梁内端のせん断力の合計が中柱の軸力よりも

大きくなり力の釣合条件を満足しない．そこで不釣合力を解除するために差分荷重を考慮した応力

を算定し，応力の組合せを行う． 

これにより得られた応力は，力の釣合を考慮しない場合の応力に比べて，中央部の曲げモーメン

ト M2は約 1.8 倍となり，梁内端の曲げモーメント M1は 0 となる． 

ただし，これは接地圧を等分布荷重と仮定した時点で地盤や建物の剛性を無視して，力の釣合条

件のみを考慮して算出した応力であるため，この応力を設計用応力とした場合には梁内端の応力が

危険側になる可能性がある．更に，地盤の剛性や耐力が非常に高く剛体とみなせる場合には，柱直

下で力が釣り合うことから梁には接地圧は作用せず応力も生じないことも考えられる． 

以上より，接地圧で生じる応力は，地盤や建物の剛性および荷重状態や接地圧分布などにより変

化するため，力の釣合条件と変形の適合条件を満足するように算出するには多大な労力を要する． 

したがって，一般的な建物の設計に際しては等分布荷重や偏分布荷重と仮定した接地圧により算

図－2  接地圧分布と土質および基礎の剛性との関係２） 

𝛼 =
2

3 (
1

2
−

𝑒

𝑙
)
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出した応力に対して，力の釣合条件や変形の適合条件を加味した応力割増率などを考慮して部材設

計を行うことができる． 

より詳細な検討を要する建物の設計に際しては，地盤や建物の剛性を評価した解析を行うことが

望ましい． 

 

 

 

 

 

 

4. べた基礎の転倒モーメントに対する検討 

 地震力等に対する転倒モーメントによって，柱および基礎の鉛直力は長期の鉛直力に対して増減

することになる．地盤を弾性地盤かつ基礎が剛体と考えた場合，転倒モーメントにより基礎底面の

地盤反力は三角分布となるため，短期設計用地反力をゾーン別（柱負担面積別）の基礎底版面積の

平均として求めると危険側となる場合があるので，注意が必要である．（図－4） 

 

        

 

   ゾーンごとの平均とした場合       e/l＝1/3 の偏心荷重とした場合 

図－4 ゾーン平均と偏心荷重との比較 

 

図－3 力の釣合 
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また，e/l>1/3 になると基礎底面の 1/2 以上が接地圧 0 となり，急激に α も大きくなるので，基礎

底面の過大な浮上りを生じさせないためにも e/l < 1/3 とする必要がある． 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準･同解説，p.350，2018 

２）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，p.173，2019 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 



5.3－1 
 

5.3 直接基礎の地盤支持力算定における地盤定数 c・ϕ の取扱い     A-2 

【よくある指摘事例】 

 粘性土において，砂質土の内部摩擦角 ϕ  を求める大崎式を用いて地盤支持力を算定している場合が

あるなど，地盤定数 c と ϕの取扱いが不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

 令第 93 条，平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2 

 

【指摘の趣旨】 

N 値を使った ϕ の算定は砂質土に限定され，粘性土については ϕ ＝0 となることなど，粘性土と砂

質土の支持力算定時の留意点を示しながら，以下に地盤定数 c と ϕの取扱いについて解説する． 

 

【解説】 

直接基礎の長期支持力は，Terzaghi の支持力式から平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2 では 

𝑞𝑎 =
1

3
(𝑖𝑐 ∙ 𝛼 ∙ 𝑐 ∙ 𝑁𝑐 + 𝑖𝛾 ∙ 𝛽 ∙ 𝛾1 ∙ 𝐵 ∙ 𝑁𝛾 + 𝑖𝑞 ∙ 𝛾2 ∙ 𝐷𝑓 ∙ 𝑁𝑞)      (kN/m2) 

と規定している．支持力係数を決定する地盤定数に粘着力 c と内部摩擦角 ϕ があり，それらは地盤調

査（土質試験を含む）を実施して求める． 

 

1. 粘性土の場合 

 粘性土地盤の場合は原則として所定の深さから乱

れの少ないサンプリング方法で採取し，その資料で室

内力学試験からせん断強さを求める．図－1 に示すよ

うにせん断強さは 1 軸圧縮強さ qu の半分を使って粘

着力（非排水せん断強さ）c を粘土のせん断強さとす

る（（1）式）１）．サンプリング深さが深い場合にはそ

の影響を最小にする意味で側圧を考慮した 3 軸圧縮試

験（UU 試験）を行う．その場合も基本的には内部摩

擦角 ϕ は無視して粘着力を求める１）． 

 

 

一方，N 値より地盤定数を推定する式として粘性土
 

では Terzaghi・Peck により提案された（2）式があ

る． 
 

 

 

日本で多い N 値が 4 以下の粘性土地盤ではその

相関は悪く， 最近のデータでの再検証においてもこ

の関係は図－2 より更にバラツキの多い事が確認され

ている２）．以上の理由から粘性土の c を求める際には 1 軸圧縮試験の結果から算出することとし一般

的には N 値からの推定方法は妥当な値として採用されて来なかった．
 

図―1   粘性土の 1 軸圧縮試験 

 

 

図―2  N 値と粘性土の非排水強度の関係２） 

c =
𝑞𝑢

2
  (kN/m2) 

    

(1) 

𝑞𝑢 =
𝑁

8
 (kgf/cm2) 

    

（≒12.5N（kN/㎡））(2) 
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したがって，今後も粘着力 c は 1 軸圧縮試験の quから（1）式により求めた数値または，3 軸圧縮試

験によって得た c を採用することを原則とする．ただし，きわめて小規模な建物の場合（例えば，文

献３）に示された建物規模）では（2）式も採用可とするが，スウエーデン式サウンディングによって

算出された換算 N 値を用いて quを算出することはできないものとする． 

 

2. 砂質土の場合 

砂質土地盤の強度特性で最も重要な定数は内部摩擦角 ϕ であり，特別な条件あるいは試験結果がな

いかぎり粘着力 c は 0 とする．砂質土地盤の強度を精度良く求めるためには凍結サンプリングなどを

用いて 3 軸圧縮試験を行ない，その結果よりモールの応力円（図－3）を作成し内部摩擦角 ϕを算出す

ることが最善である．しかし，一般的には砂質土地盤は地盤調査で資料を採取する時に乱さない試料

の採取が困難で，内部摩擦角は土質試験から直接求め難い場合が多い．そのため過去において N 値と 

内部摩擦角 ϕ の関係を推定した式が多く提案されてきた． 

その代表的な提案としては大崎による（3）式がある． 

 

                                                     

この方法は精度の高い試験結果で検証すると安全側にあ

る１）．  

 

【取扱い】 

 土は，粒度分布や力学的特性から粘土や砂に分類され

るが，粘土と砂の中間の性質を示す中間土も存在する．し

かし，設計的には粘性土か砂質土かのどちらの性質かを

判断してせん断強さを決めることが多い１）． 

 粘性土の粘着力 c は 1 軸圧縮試験の quから（1）式により求めた数値，または 3 軸圧縮試験によっ

て得た c を採用することを原則とする．ただし，小規模な建物の場合は（2）式も採用可とする． 

 また，砂質土では，大崎式などにより N 値から ϕ を算出し地耐力を算定することとする．（N 値の

適用範囲には十分留意すること．） 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，p.115，2001 

２）地盤工学会：地盤調査の方法と解説，p.267，2004 

３）日本建築学会：小規模建築物基礎設計指針，p.1，2008 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図―3  砂質土の 3 軸圧縮試験 

ϕ  = √20𝑁 + 15°                （3） 
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5.4 直接基礎の支持力の算定における Dfの設定 

【よくある指摘事例】 

 直接基礎の支持力の算定における根入れ深さ Dfの設定方法が不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

 令第 93 条，平成 13 年国交省告示第 1113 号 

 2020 年技術基準 pp.566～569 

 

【指摘の趣旨】 

 直接基礎の設計においては，基礎直下地盤の長期及び短期応力度が地盤調査に基づく地盤の許容応

力度（平成 13 年国交省告示第 1113 号）以下になっていることを確認する必要がある．地盤の許容応

力度を定める方法は，同告示第 2 に 3 種類が規定されているが，木造等の軽微な建物の場合を除き，

荷重の傾斜を考慮した支持力係数による算定式が一般的に採用されている． 

 支持力係数による算定式では，支持地盤が相対的に軟弱なほど Df（根入れ深さ）による項の影響が

大きく，Dfの設定方法によっては，設計で想定した地盤の許容支持力が発揮されない可能性がある．  

 告示では Df は基礎に近接した最低地盤面から基礎荷重面までの深さと規定している．2020 年技術

基準１）では，「根入れ深さ Df は，建築物の供用期間に対して充分な支持性能を期待できる深さとしな

ければならない」こと，および「敷地境界付近での許容応力度の設定に関しては，隣地の掘削により

周辺地盤の支えを失って地盤の許容応力度が低下するおそれがあること」に注意することと記載され

ている．敷地境界に近いべた基礎の場合の Df の設定，2 層地盤の検討，および地盤アンカーの引き抜

き耐力の設定では，隣地の掘削等に伴う荷重条件の変動に十分留意することが望まれる．以下，地盤

の許容応力度と Dfの関係について解説する． 

 

【解説】 

1. 支持地盤の許容応力度 

 告示に定める支持力係数による長期の地盤の許容応力度を以下に示す．      

                            (kN/m2)           （1） 

（1）式の第 1 項は，地盤の粘着力に起因する支持力，第 2 項は地盤の自重に起因する支持力，第 3

項は根入れによる押え効果に起因する支持力である．Nc，Nγおよび Nqは地盤の内部摩擦角 ϕ に応じ

て定められる支持力係数で，基礎指針２）に図示されている．直接基礎の支持地盤は砂質地盤とするこ

とが多く，その場合は，第 1 項の粘着力の項は無視して，第 2 項と第 3 項の和を砂質地盤の許容応力

度とすることが一般的である．内部摩擦角 ϕが 30 度以下では Nq>Nγで，Dfの影響が大きくなってい

る．図－1 に剛なフーチング基礎の破壊時の滑り線を示す．Df の影響は水平方向の広い範囲に及ぶの

で，敷地境界からの距離にも留意が必要である． 

                                

  

 

 

                    

 
 

図－1 剛なフーチング基礎の破壊時の滑り線 

            (全般せん断破壊) 

q𝑎 =
1

3
(𝑖𝑐 ∙ 𝛼 ∙ 𝑐 ∙ 𝑁𝑐 + 𝑖𝛾 ∙ 𝛽 ∙ 𝛾1 ∙ 𝐵 ∙ 𝑁𝛾 + 𝑖𝑞 ∙ 𝛾2 ∙ 𝐷𝑓 ∙ 𝑁𝑞) 
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2. Dfの設定 

2.1 水平地盤の場合 

基礎指針２）では，根入れ深さ Dfについては図－2 のように設定している．この Dfの設定は，支持地

盤の押え効果として有効である深さを考慮したものである．敷地境界に近接した基礎では，隣地の掘

削等によって Dfの効果が影響を受けることになるので，留意する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図－2  Dfの取り方２） 

 

2.2 傾斜地盤の場合 

 傾斜地盤上に直接基礎がある場合には，水平地盤上に比較して極限支持力が低下するので，斜面角

度，法肩からの距離，斜面高さを考慮した低減係数 ζsを（1）式に乗じて算定する式が，基礎指針２）に

示されている．その場合の根入れ深さ Dfの設定方法を以下に示す．図－3 に傾斜地盤の形状と基礎の

位置関係を，図－4 に傾斜地盤における根入れ効果の考え方を示す．根入れ効果については，根入れを

考慮した傾斜地盤の支持力が，水平地盤上の支持力と同等の支持力となるライン（図－4 の AA´）を設

定し，法肩側の基礎端部がこのラインより深い場合は，その深さを Dfと設定する．A 点の位置は図－

5 を参照して，速度場法の計算値と ζs0＝1.0 の交点の αs を基に設定できる．θs =25 度の場合には，A

点は法肩から基礎幅の 4.5 倍離れた位置である．この AA´ラインより浅い場合は有効な根入れと見做

さず Df＝0 とする．ただし，根入れによって斜面までの距離が増大する効果を αs*B として考慮でき

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

               図－3 傾斜地盤の形状と基礎の位置２） 
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（a）支持力が水平地盤と同等となる深さ    （b）支持力が水平地盤と同等となる深さ 

   より基礎が下にある場合            より基礎が上にある場合 

             図－4 傾斜地盤における根入れの効果の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               図－5 法肩までの距離の影響 

 

3. まとめ 

 直接基礎の地盤の支持力は，平成 13 年国交省告示第 1113 号に定める地盤調査と許容応力度を定め

る算定式に従って求めなければならない．地盤の許容応力度は，地層構成や層序，地質，支持層深さ

などにも左右されるので，信頼できる地層構成断面図が得られるよう，基礎形式や規模に応じて適切

な質・量の地盤調査を実施しなければならない．地盤調査の質・量が十分でないことなど，限られた

データのみから支持力等を計算せざるを得ない場合は，支持力に制限を設ける，十分な安全余裕度を

設定する等の配慮が望まれる．Df の設定については，隣接地その他当該基礎の近傍の地盤が掘削され

るおそれがある場合には将来の周辺環境の変化にも対応可能なように，十分な安全余裕度を確保する

ことが望まれる． 

 

【参考文献】 

１）国土交通省国土技術政策総合研究所他監修：2020 年版建築物の構造関係技術基準解説書，9.6 地 

盤及び基礎ぐい 

２）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，5.2 鉛直支持力，2001 
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5.5 直接基礎の支持力に及ぼす荷重の傾斜角の影響        A-1 

【よくある指摘事例】 

直接基礎の地盤の支持力算定において，基礎に作用する荷重の傾斜による許容耐力の低減を適切に

考慮していない事例がある． 

 

【関係法令等】 

令第 93 条，平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2 

2020 年技術基準 pp.566～569 

 

【指摘の趣旨】 

平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2 の表中の（1）項の支持力式を用いた直接基礎の地盤の支持力

計算において，水平荷重時には基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角による低減を考慮しな

ければならないが，当該傾斜角が適切に設定されていない事例がある．ここでは，この考え方につい

て解説する． 

 

【解説】 

令第 93 条（地盤及び基礎ぐい）に示す地盤の許容応力度表では，荷重の傾斜角（基礎に作用する荷

重[基礎底面に作用する基礎軸力とせん断力との合力]の鉛直方向に対する傾斜角）についての記述はな

く，短期の許容応力度は長期の 2 倍でよいとしている．しかし，平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2

の表中の（1）項に規定される地盤の許容応力度式では，荷重傾斜角を考慮しなければならない．なぜ

なら，荷重が傾斜して作用する場合は，鉛直時と異なり図－1 に示すようにⅠの領域が二等辺三角形

にならない．その結果，地盤の破壊時の滑り線が鉛直時に比べて小さくなり支持力が低減される．そ

の時の支持力は数値計算を行えば求めることができるが，計算方法が複雑なため，Meyerhof は，鉛直

荷重に対する支持力係数の次の補正式を提案している．  

     ic＝iq＝(1－θ/90)2 

     ir＝(1－θ/ϕ)2 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         図－1 傾斜荷重が作用する際の滑り線 
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設計用荷重傾斜角は，設計者が個々の場合について設定する．例えば，剛床仮定が成立する建物の

独立基礎において基礎底面の地震時水平力（H）が短期基礎軸力（V）に比例すると仮定し，さらに簡

単のため，基礎に作用する地震力を含んで，一律 H/V＝0.2 とする方法がある． 

基礎指針 2019１）では水平荷重が基礎に作用する場合，荷重の傾斜による補正係数 ic，ir，iqを 1 にす

ることが新たに示されたが，地盤の許容応力度は平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2 に準拠して算定

することが必要であり，短期時においても基礎に作用する水平荷重に基づき補正係数を評価する． 

なお，長期に荷重傾斜角が生じる場合としては，以下などが考えられる． 

① 工場，倉庫のように張間方向に基礎梁を有さない直接基礎 

② 片土圧が作用する建物の直接基礎 

 

【設計例】 

基礎を図－2 の形状の独立基礎とし，地盤の諸定数を以下のとおり仮定する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 13 年国交省告示第 1113 号第 2(1)式より求まる地盤の許容鉛直応力度：qa 

Lqa＝1/3(ic･α･c･Nc＋ir･β･γ 1･B･Nr＋iq･γ 2･Df･Nq)  (長期) 

Sqa＝2/3(ic･α･c･Nc＋ir･β･γ 1･B･Nr＋iq･γ 2･Df･Nq)  (短期) 

ここに ic，ir，iq：荷重傾斜角に応じた補正係数 

ic＝iq＝(1－θ/90)2＝1.0(長期)，0.77(短期) 

ir＝(1－θ/ ϕ  )2＝1.0(長期)，0.40(短期) 

α，β：基礎荷重面の形状に応じた係数 

(α，β )＝(1.0＋0.2B/L，0.5－0.2B/L)＝(1.2，0.3) 

Nc，Nr，Nq：支持力係数 

 (Nc，Nr，Nq)＝(30.7，16.6，19.0) 

以上より， 

L    qa＝1/3×(1.0 ×1.2×0×30.7＋1.0×0.3×18×1.0×16.6＋1.0×16×1.0×19.0) 

＝130kN/m2    → N 値のばらつきを考慮し，100kN/m2（長期）とする． 

S  qa＝2/3×(0.77×1.2×0×30.7＋0.40×0.3×18×1.0×16.6＋0.77×16×1.0×19.0) 

＝180 kN/m2  → 150kN/m2（短期）とする． 

 

上記の計算例のとおり，支持力式で荷重傾斜角を考慮すると，地盤の短期許容応力度は単純に長期

許容応力度の 2 倍とはならないことに注意を要する．基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角

が地盤の許容応力度へ与える影響についての詳細な記述は，2020 年技術基準２），基礎指針 2001３）参

照すること． 

：基礎底面上にある地盤の単位体積重量（＝16kN/m3） 

：基礎底面下にある地盤の単位体積重量（＝18kN/m3） 

：基礎底面下にある地盤の粘着力（＝0kN/m2） 

：地盤内部の摩擦角（＝30°） 

：荷重傾斜角（＝長期 0°，短期 11°） 

図－2 
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θ 



5.5－3 

 

なお，傾斜地盤上の支持力評価については本解説第 2 部「5.4 直接基礎の支持力の算定における Df

の設定」を参照すること． 

 

【補足事項】 

・地震時だけでなく長期でも片土圧を受ける場合などは，傾斜角を考慮する必要がある． 

また，基礎梁や土間スラブが建物と一体になっている場合であっても，支持力は支持地盤に加わる

力の角度によって決まることから，傾斜角を考慮する必要がある． 

・地盤調査資料で地下水位が浅い場合には，水位に応じて適切に浮力を考慮する必要がある． 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，p.130，2019 

２）国土交通省国土技術政策総合研究所他監修：2020 年版建築物の構造関係技術基準解説書，p.568 

３）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，p.110，2001 
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5.6 杭先端の地盤と支持力               B 

【よくある指摘事例】 

杭の支持力算定において，十分な地盤調査が行われずに過大な支持力の採用事例や支持層直下の粘

性土の影響を考慮しない事例，および短い杭の不適切な支持力採用事例がある． 

 

【関係法令等】 

令第 93 条，平成 13 年国交省告示第 1113 号第 5，第 6 

 

【指摘の趣旨】 

構造計算適合性判定において，杭先端付近の地盤調査が不足し支持力の評価が不十分な事例や，支

持層下端にある粘性土層の地盤調査が不足し，粘性土層を考慮した 2 層地盤としての検討が行われて

いない事例，あるいは短い杭の支持力の評価について検討が不足している事例が見受けられるため，

以下に解説する．  

 

【解説】 

1. 問題の要点 

 杭の許容鉛直支持力は地層構成や地質，支持層深さ，支持層下部層などに影響されるため，適切な

内容・箇所数の調査を行わなければならない． 地盤の種類や地層構成のデータが不十分な場合，杭先

端位置の決定や支持力算定の際に適切な判断ができず，場合によっては建物に沈下等の不具合をまね

くおそれがある．一方で，地域によっては支持層の傾斜や不陸があり，支持層深さ等を正確に想定す

ることが難しい場合がある．この場合には地盤構成の評価に幅を持たせて支持力算定を行うことが必

要である．また諸事情により設計前に十分な調査を行うことができない場合には施工時に支持層の確

認を確実に行うこと等の対応が必要である．地盤調査の詳細については文献１）等を参考にすること

が望ましい． 

適合性判定において指摘の多い以下の項目について留意事項等を解説する． 

・杭の支持力の算定における地盤評価について 

・杭先端を層厚の薄い支持層（中間支持層という）に止め，下部に粘性土層（下部粘性土層という）

がある場合の 2 層地盤の先端支持力の算定について 

・杭長が短い場合の鉛直支持力の算定について 

 

2. 杭の支持力算定における地盤評価について 

杭の支持力算定式としては告示式や学会指針式等があり，それぞれに N 値の取り方と上限値，平均

N 値の算定法が示されている．これらは支持力式の考え方や適用範囲に関連して定められている．ま

た，高支持力杭等の大臣認定を取得した杭工法の場合については，認定内容や適用範囲に留意して支

持力算定を行う必要がある． 

建物を安全に支持するために杭の支持力算定に留意する事項を以下に示す． 

 

2.1 採用 N 値の評価 

杭の鉛直支持力は，一般的に標準貫入試験の結果（N 値）および室内土質試験結果から得られる土

質定数に基づいて算定される．N 値は試験の生データであるため，数値を鵜呑みにせず適切に評価・

判断して，算定結果が安全側となるように用いる必要がある．例えば，礫を多く含む地盤では「礫打
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ち」により N 値が過大評価される．このような場合には，10cm ごとの N 値のばらつきが一つの目安

となり，大きくばらついている場合は，そのうちの最小値の 3 倍を 30cm 相当の N 値とすることも一

つの方法である．また，有機質土を多く含む地層や層厚の薄い層（または薄い互層）に摩擦を期待す

る場合は，周辺のボーリングデータの情報などから，支持力を見込む層厚や N 値が過大評価となって

いないか等，慎重に判断する必要がある．  

 

2.2 杭周面摩擦抵抗力を算定する際の液状化の扱い 

杭周面の摩擦抵抗力は，液状化層内においては大幅に低下する．中間に液状化層がある場合は，そ

の上部層への影響も考慮する必要がある．上部非液状化層の層厚が比較的薄い場合や透水性の地層で

ある場合には，間隙水圧の上昇によって杭周面に沿って水と土砂が噴出する懸念がある．したがって，

地層構成によっては，液状化層以浅の地層の摩擦抵抗力を無視する等の設計上の配慮が必要となる． 

 

2.3 先端支持力 

 先端支持力を求める際の先端平均 N 値は告示式では上 4D 下 1D 間の平均となっている２）．一方，

基礎指針 2001３）では埋込み杭，場所打ち杭では上 1D 下 1D 間の平均となっている．杭径が 1.5～2.0

ｍを超える大径の場所打ち杭では先端付近の平均 N 値として上 1D 下 1D 間の平均が用いられる場合

が多いが，この場合の先端支持力度は告示式の 150N でなく，基礎指針 2001３）の 100N（上限値は

7500kN/m2）とすることが必要である．また大径杭は先端支持力度が同一でも中小径杭と比較すると

沈下が大きくなる傾向がある．大径杭を用いる場合は施工管理をより慎重に行い，沈下の検討を行う

ことが望まれる． 

 

3. 2層地盤の支持力の算定について 

杭先端を層厚の薄い中間支持層で支持する場合には，先端支持力は杭先端面の検討に加えて，中間

支持層下面の応力に対する下部粘性土層の強度や沈下の検討を行う必要がある．ここでは N 値は大き

いが薄い砂質土層を中間支持層とし，その直下で N 値が小さい粘性土の地層を下部粘性土層とする場

合について述べる．このような場合には支持力と圧密沈下の両方の確認が必要となる．既往の研究で

は H／D（H：杭先端から中間支持層下面までの距離，D：杭先端径）が 2 以下ではパンチング破壊の

可能性が高く，3 以上になると下部粘性土層の影響は小さくなっていくとの研究があるが，中間支持

層と下部粘性土層の剛性によりその影響は異なる．基礎指針 2001 や 2020 技術基準においても明確な

設計法は定められてはいない．しかし， 

基礎指針 2019 で初めて，この問題が取り上げられた．ここで

は学会での扱いの変化も含めて解説する． 

 

3.1 支持力の検討について 

 文献４）には薄い中間層を支持層として下部に粘性土層があ

る場合の杭の支持力について解説が示されている．中間支持層

下面の応力度は 2 層地盤での直接基礎の検討法を準用すると

して図－1 に示すように杭先端応力度 p が下部粘性土層表面

では応力分散により p' になると考え，粘性土層の極限支持力

度 quとの比較から先端支持力を検討している． 

この考え方を踏まえ，3.2 で示す圧密沈下の検討を行う条件

p' 

tan2HD +



図－1 杭先端からの応力の広がり 
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で下記の検討式(1)を提示する．qu には基礎指針 2001５）の杭先端が粘性土の場合の極限支持力度 6cu

あるいは直接基礎の極限支持力度式 5.1α cu＋γDfを用いている．なお，文献６）に従い自重項 γ Dfに

は安全率 βを与えていない． 

         𝑝′ ≤ 𝛽 ∙ 𝑞𝑢                                                                   （1） 

                                                                          

ここで                        tanθ：0.3～0.5  p：杭先端応力度（kN/m2）   

 

D：杭径(m)， H：杭先端から支持層下端までの深さ（m） β：安全率（2/3 以下）  

qu：6cu あるいは 5.1 α cu＋γ Df／β  cu：粘性土の非排水せん断強さ（kN/m2）， 

α：形状係数 1.2， γ：地表面から支持層下端までの土の水中単位体積重量（kN/m3）， 

 

文献４）では 2 層地盤の支持力式による先端支持力の評価と既往の実験結果との適合性が検討され

ているが，（1）式に採用する数値の設定によっては危険側となるケースがあるので，慎重な判断が必

要である．また，基礎指針 2001７）によれば使用限界状態（長期）での杭頭荷重が極限支持力の 1／3

に至らなければ問題となる沈下がほとんど生じないとの過去の実績があると示されているが，2 層地

盤の支持力の検討における（1）式の安全率  の設定にあたっては，3.2 で示す圧密沈下の検討を行い

上部建物の剛性を考慮して設計者が適切に判断する必要がある． 

一方、基礎指針 2019８）では、文献４）と同様のデータから 

粘土の極限支持力度は qu＝6 cu  

分散角は       tanθ＝0.3   

としている．実験結果を安全側に説明できると解説している．また基礎指針 2019８）では安全率βを

明確に定めて，使用限界状態（長期）では 1/3 としている． 

この設計法では，今までに大阪市域で設計されていた中間層支持杭も設計できなくなるケースが増

し，経験的な実態と合わないことが考えられる．しかし，昨今は杭径の拡大や高支持力杭の採用など

先端荷重は増大する一方であり，この問題は過去の経験だけでは心もとない現状である．学会が基礎

指針 2019 で示した設計法は最新の知見を集めた現時点での最終判断であることを尊重して，設計者

は本指針の採用を検討されることが望まれる． 

 

3.2 圧密沈下の検討 

圧密沈下の検討には，支持力と同様に下部粘性土層天端での杭先端の応力分散を考えるが，地表面

からの土の自重による有効応力を加算する必要がある．この応力 p’’と，下部粘性土の圧密降伏応力 pc

とを比較する． 

   𝑝′′ ≤ 𝑝𝑐                                       （2） 

 ここで 

                                       （3）  

    Df ：杭先端から地表面までの深さ（m）    pc ： 圧密降伏応力（kN/m2） 

式（3）の第 1 項は杭先端から下部粘性土層に作用する応力であり，第 2 項は地表面から下部粘性土

層までの杭の部分を除いた土の重量である．ここで杭の自重は p に含む．tanθ は 0.5 とすることが基

礎指針 2019 で示している．上記の支持力検討時と異なることには特に説明がない． 

 

𝑝′ =
𝑝𝐷2

(𝐷 + 2𝐻 tan 𝜃)2
 

𝑝′′ =
𝑝𝐷2

(𝐷 + 2𝐻 𝑡𝑎𝑛 𝜃)2
+ 𝛾 (𝐻 + 𝐷𝑓 (1 −

𝐷2

(𝐷 + 2𝐻 𝑡𝑎𝑛 𝜃)2
)) 
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3.3 下部粘性土層の土質調査 

 粘性土の力学特性 cu ，pc は現位置で採取した試料による室内土質試験で求めるのが原則である．

ただし，信頼できる近隣データ等があればこれを参照することもできる． 

下部粘性土層は一般には洪積粘土層の固い粘性土である．大阪平野では Ma12 と呼ばれる洪積粘土

層であることが多く，既存のデータでは 1 軸圧縮強度は 100～400kN/m2 程度（粘性土の非排水せん

断強さ cuは 1 軸圧縮強度の 1／2），圧密降伏応力 pcは 400～700kN/m2程度にばらついている．この

ような粘性土のサンプリングは適切に行わないと，乱された資料となり圧縮強度はかなり低減する．

したがって，サンプルリングにはトリプルチューブサンプラーを用いることが良い．また本来は地中

深い層であるため拘束圧が大きい状態であるが試験方法がこれを反映していない場合は実態の強度が

得られない．従って圧縮強度試験には 3 軸 UU 試験を行い，直接 cuを求めることが良い４）．また圧縮

強度試験は同一カ所で 3 回は行い，バラツキを考慮して試験結果を評価することが望ましい．一般に

精度の良い調査を行うことで強度は大きな値を確認することができ，大きな支持力を採用できる． 

 

4. 杭長が短い場合の鉛直支持力の算定について 

 基礎指針においては，杭長が杭径の数倍程度の短い杭基礎は直接基礎に近い挙動を示す可能性もあ

ることから，杭基礎としての先端支持力の検討に加えて直接基礎としての検討も行い，いずれか小さ

な支持力値を採用することが望ましいことが示されている． 

L/D が杭径の 5 倍程度以下で「短い杭」と考えられる場合については，杭先端地盤及び周辺地盤の

状況を勘案して，より安全性に配慮した杭支持力の設定が必要と考えられる．以下では，場所打ちコ

ンクリート杭について，杭先端地盤を杭支持力式ならびに直接基礎としての支持力式を比較して小さ

い方を採用する考え方を示す９）． 

長期 

短期 

    

                                        (5) 

                                          (6) 

tan2HD +

D

p

下部粘性土層

土の重量 



p'' 

fD

H

地表面まで 

図－2 下部粘性土層の圧密沈下の検討応力 

𝑞𝑝 = 𝑚𝑖𝑛(
𝐾

3
𝑁, 𝑞𝑎) 

中間支持層

(4) 

𝑅
ｓ 𝑎 = 2𝑞𝑝𝐴𝑝 +

2

3
𝑅𝐹 

𝑅𝐿 𝑎 = 𝑞𝑝𝐴𝑝 +
1

3
𝑅𝐹 

𝑞𝑎 =
1

3
(𝑖𝑐𝛼𝑐𝑁𝑐 + 𝑖𝛾𝛽𝛾1𝐵𝑁𝛾 + 𝑖𝑞𝛾2𝐷𝑓𝑁𝑞) 
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 ここで，  𝑅𝑎：地盤の許容支持力（kN）   𝑅𝐹 ：杭周面摩擦力（kN）    

       𝑞𝑝：先端支持力度（kN/m2）     𝑁 ：杭先端の平均 N 値  

       K ：告示式では 150，学会指針式では 100 とする． 

       𝐴𝑝：杭先端断面積（m2）  𝑞𝑎：杭先端における地盤の許容支持力度（kN/m2） 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：建築基礎のための地盤調査計画指針，2009 

２）国土交通省国土技術政策総合研究所他監修：2020 年版建築物の構造関係技術基準解説書，p.577 

３）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，p.205，2001 

４）日本建築学会：建築基礎構造設計のための地盤評価・Q&A，pp.123～127，2015 

５）文献３），p.205 

６）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，pp.119～123，1988 

７）文献３），pp.202～203 

８）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，p.217，2019 

９）大阪府下特定行政庁連絡協議会監修：建築基準法構造関係法令集 1996 年版，大阪建築士事務所協 

会，p.567 
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5.7 杭の水平荷重時応力算定              B 

【よくある指摘事例】 

杭の水平荷重時応力算定において，地盤の液状化を考慮した検討や地盤の非線形性を考慮した検討

が行われていない事例がある． 

 

【関係法令等】 

令第 38 条 

 2020 年技術基準 pp.431～435 

 

【指摘の趣旨】 

基礎の耐震計算については，令第 88 条第 4 項において地下部分の地震力が規定され，これを用いて

令第 82 条各号に規定する構造計算により構造耐力上の安全性の検討を行うこととされている．杭基礎

の設計においては，基礎指針１） 等に基づき水平力によって杭体に生じる応力を算定し，応力度が杭体

の短期許容応力度を超えないことを確かめる必要がある． 

以下では，水平荷重時に杭体に生じる応力の算定にあたり，一般的な解法を示すと共に， 

・杭の水平変位が 1cm を超えている場合にばねの設定は妥当か 

・水平地盤反力係数 khの設定は妥当か 

の 2 点について検討方法等を解説する．更に，液状化地盤における杭の水平抵抗の低減方法について

も併せて解説する． 

 

【解説】 

1. 杭頭に作用する水平力に対する検討 

基礎指針１）では，杭頭に作用する水平力に対する応力解法として，一様地盤中の杭および地盤を弾

性と仮定する方法，多層地盤中の杭および地盤を弾性と仮定する方法，多層地盤中の杭および地盤の

非線形性を考慮する方法が示されている．水平力に対して杭の検討を行う場合には，地盤の状況に合

わせて，上記の解法を適切に選定する必要がある． 

 

2. 一様地盤中の杭及び地盤を弾性と仮定する方法 

一般的には，杭を基礎スラブと接合させた場合，上記の一様地盤中の杭および地盤を弾性と仮定す

る方法が用いられ，各杭の杭頭変位が等しくなるように杭設計用水平力を分配し，杭頭に集中力とし

て作用するものとして検討する． 

具体的な計算方法は，2020 年技術基準２）に記述されている．一様地盤において，杭体をほぼ弾性範

囲内にとどめる損傷限界水平抵抗力の評価までは本方法を適用可能である１）． 

 

3. 多層地盤中の杭及び地盤を弾性と仮定する方法 

上記 2.の方法を多層地盤に拡張した方法である．杭および地盤を多層に分割して各層内の杭を上記

2.の方法で計算し，各地層境界における解の連続条件，杭頭部および杭先端部の境界条件を解くこと

で，杭の応力と変形を求めることができる． 

杭体を弾性と仮定する制約はあるが，杭体の曲げ剛性や地層構成が杭軸方向に変化している場合に

本方法を適用できる．また，上記 2.の方法と同様に損傷限界水平抵抗力の評価までは，本方法を適用

可能である１）．  
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4. 多層地盤中の杭及び地盤の非線形性を考慮する方法 

十分に根入れされた単杭の杭頭に水平荷重を作用させると，その杭の杭頭水平荷重－杭頭水平変位

関係は，図－1 に示されるように，低荷重域のほぼ線形とみなせる状態から非線形状態を示し，ある荷

重に達するとそれ以上に荷重が増加せずに水平変位が急激に増大したり，水平荷重に低下が見られる

などの性状が現れ，極限状態に至る． 

このような杭の非線形挙動は，水平変位の増大に伴い，杭周辺地盤が非線形挙動すると共に地表面

近傍から深部へ進行性破壊が生じることのほか，弾性状態であった杭体が塑性化することなどが相乗

した現象として現れる．杭体の状態は，コンクリート系の杭では杭頭部においてひび割れ発生から最

外縁鉄筋の降伏を経て塑性ヒンジ化へ進み，鋼杭では杭頭部において最外縁が降伏した後，塑性ヒン

ジ状態となる． 

このように，杭頭変位の増加に伴い，杭体や地盤が

非線形状態に至るため，基礎指針１）では，多層地盤中

の杭および地盤の非線形性を考慮した計算法によって

限界水平抵抗力を評価することを推奨している． 

上記の計算法に用いる計算モデルの一例を図－2 に

示す．杭体を杭軸方向に要素分割し，地盤調査結果か

ら判断される地層を杭体要素間に水平ばねとしてモデ

ル化し，各要素における杭体の曲げモーメント M－曲

率 ϕ  関係および地盤の水平地盤反力P－水平変位量y

関係を，それぞれの非線形性状を考慮して設定する．

非線形性状を考慮した計算方法としては，杭頭部に水

平荷重を徐々に与える荷重増分解析法と，M－ϕ 関係

および P－y 関係を杭の変形量に応じた等価剛性に置

き換えて弾性解析を行い，変形が適合するまで繰り返

し収斂計算を行う方法がある．以下では，後者の計算

方法において，地盤の P－y 関係を求めるために必要

な水平地盤反力係数 kh 値の設定方法について記述す

る． 

地盤の非線形性状を考慮した水平地盤反力係数kh値

は，下式を用いて求めることができる１）．ここでは，水

平変位量 yが極端に小さくなると kh値が急増し精度が

悪くなること，反対に y が大きくなると地盤は塑性破

壊して一定値の塑性水平地盤反力 Py になることを考

慮している（図－3）． 

 

  0.0 ≤ �̅� ≤ 0.1 ∶   𝑘ℎ = 3.16 ∙ 𝑘ℎ0 

  
0.1 < �̅�   ∶   𝑘ℎ = 𝑘ℎ0 ∙ �̅�

−1
2⁄
  

ただし，𝑃 = 𝑘ℎ・𝑦 ≤ 𝑃𝑦  ∴  𝑘ℎ ≤ 𝑃𝑦・𝑦−1 

 

 

 

 

 

 

 図－1 杭頭の水平荷重－水平変位関係 

           における各状態 

（コンクリート系の長い杭の例） 

 図－2 設計実杭と解析モデル 

（＊分割は各要素長が杭径 

以下になるのが理想） 

（1a）
 

（1b）
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記号 

kh ：水平地盤反力係数 

kh0：基準水平地盤反力係数（＝水平変位量が 1cm 時の水平地盤反力係数） 

�̅� ：無次元化水平変位（＝水平変位量を cm 単位で表したうえでの無次元量） 

𝑃  ：水平地盤反力 

𝑃𝑦 ：塑性水平地盤反力 

 

ここに，基準水平地盤反力係数（kh0）値としては，当該現場における杭の水平載荷試験から求める方

法と既往の研究成果に基づく方法があるが，両者の係数値の精度には差異がある．したがって，設計

用限界水平抵抗力および設計用限界水平変位を算定する

場合，杭の水平載荷試験から求めた kh0 値はそのものの値

を用いることができるが，既往の研究成果に基づいた kh0

値を用いる場合は，その値のばらつきを考慮した低減値を

用いる必要がある． 

 基準水平地盤反力係数に関する評価式としては，実大杭

の現場水平載荷試験結果を収集し，統計的に検討した種々

の提案式がある３）．それらのほとんどは，杭の水平載荷試

験結果における杭頭水平荷重－杭頭水平変位量関係から

逆算された kh0値と当該現場の標準貫入試験による N 値と 

の関係として表現されている．ここに，地盤の力学的性質を把握する場合，標準貫入試験の N 値はそ

の試験方法から粘性土地盤より砂質土地盤に適しているといわれているが，粘性土地盤の kh0 値－N

値関係は砂地盤よりばらつきの多いことが報告されており，粘性土地盤の評価精度が低い結果となる

ことに注意する必要がある１）． 

上述した研究成果などを総合し，かつ実用性を考慮したうえで，基準水平地盤反力係数 kh0 として

は，下式の評価が推奨されている４）． 

𝑘ℎ0 = 𝛼・𝜉・𝐸0 ・�̅� −3/4

                            （2）
 

記号 𝑘ℎ0  ：基準水平地盤反力係数（kN/m3） 

𝛼 ：評価法によって決まる定数（m-1） 

𝜉 ：群杭の影響を考慮した係数．単杭の場合は，𝜉  ＝1.0 とする． 

𝐸0 ：変形係数（kN/m2） 

�̅� ：無次元化杭径（杭径を cm で表した無次元数値：例えば，杭径 50cm は 50 とする．） 

 

なお，上式中の変形係数 E0は，下記のいずれかの方法によって算出するが，上述したように，対象と

なる地層の土性に適した方法を適用すべきであり，このことを考慮して各方法に対する定数 α（m-1）は，

次の値を与える． 

1）ボーリング孔内で測定した地盤の変形係数 ：粘性土 α ＝80 

 砂質土 α ＝80 

2）一軸または三軸圧縮試験から求めた地盤の変形係数 ：粘性土 α ＝80 

3）対象土層の平均 N 値より E0＝700・N で推定した地盤の変形係数 ：粘性土 α ＝60 

 砂質土 α ＝80 

 
図－3 水平地盤反力係数と 

    杭水平変位量関係 
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さらに液状化地盤における水平地盤反力係数 kh1は，

下式によって補正して求めることができる５）． 

 

kh1＝β･kh              （3） 

記号 

kh1：液状化地盤における水平地盤反力係数 

β ：液状化による補正係数 

 

上式中の補正係数 β は，補正 N 値（Na）との関係とし

て図－4 で与えられる．補正 N 値（Na）の算出法は，  

基礎指針５）を参照されたい． 

 

【補足事項】 

杭の水平変位が 1.0cm 程度を超えない場合は地盤を弾性とし，1.0cm を超えるほど大きい場合は，

地盤の非線形性を考慮する必要がある．非線形性の考慮方法として既往の研究成果に基づいた水平地

盤反力係数 kh 値を用いる場合は，変形係数 E0 値の算出に当たって地層の特性に適した方法を適用し

なければならない．液状化が想定される地盤においては，液状化による補正係数を考慮して水平地盤

反力係数を求める必要がある． 

水平地盤反力係数を用いた計算方法は，地盤の非線形性を等価剛性に置き換えた弾性解析であるた

め，解析結果を求めるためには繰返し収斂計算が必要となる．すなわち，水平地盤反力係数を定める

ために仮定した杭の水平変位と，それを用いた弾性解析結果の水平変位との誤差が微少になるまで繰

返し計算を行うことで，杭および地盤の非線形性を考慮した解析結果を求めることができる． 

なお，敷地内で平面的に地盤条件の変化がある場合等，最小の水平地盤反力係数を用いることがす

べての杭にとって安全側の設計になるとは限らない．部分的に計算より大きな負担せん断力が生じる

ことも考えられるため，各杭の水平地盤反力係数を適切に評価し，負担せん断力を求めることによっ

てすべての杭が安全側に設計されるようにする必要がある． 

その他，杭の水平荷重時応力算定で 1 階床がアスファルトの場合は剛床と見なせないが，土間コン

クリートは，コンクリート強度や配筋，面積等により剛床と見なせる場合がある．この剛床とする場

合は，せん断力の伝達が可能であることを確認する必要がある． 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，6.6 水平抵抗力および水平変位，2001 

２）国土交通省国土技術政策総合研究所他監修：2020 年版建築物の構造関係技術基準解説書， 

6.7 基礎の耐震計算 

３）日本建築学会構造委員会基礎構造運営委員会：地盤の変形係数評価法に関する研究の現状，p.115， 

1997     

４）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，pp. 253～254，1988 

５）文献１），4.5 地盤の液状化 

 

 

 
 

図－4 水平地盤反力係数の補正係数 
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5.8 支持地盤の傾斜による杭の水平剛性への影響 

【よくある指摘事例】 

 傾斜地盤における杭水平剛性の評価方法が不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

 平成 19 年国交省告示第 594 号第 1 第一号，第二号 

  

【指摘の趣旨】 

支持地盤の傾斜については，斜面・段差の存在，地層の傾斜，崖錐層の存在，盛土部と切土部の混在

等，一般的に地形や地層構成が支持層の水平な地盤と比較して複雑である．支持層が傾斜している場

合には，長い杭と短い杭の混用や，直接基礎と杭基礎の併用基礎となる場合もある．このような場合

には，長い杭と短い杭の水平剛性の差異により，各杭の負担水平力に差異が生じる可能性がある．し

たがって杭体の検討に対してはもちろんのこと，基礎梁に対しても負担水平力の差異による杭頭モー

メントの影響を考慮することが必要になる場合がある． 

 以下では，傾斜地盤における杭の水平剛性の差異を考慮した杭および基礎梁の設計法を解説する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

1. 支持地盤の傾斜による杭長の差異による杭の水平剛性の影響 

1.1 一様地盤中における場合 

杭を基礎スラブと接合させた場合，一般的には上記の一様地盤中の杭および地盤を弾性と仮定する

方法が用いられる．杭設計用水平力は，杭頭レベルの床を剛床として各杭の杭頭変位が等しくなるよ

うに分配して検討する．  

通常の場合，水平力による杭頭変位 y0，杭頭曲げモーメント M0，杭の地中部最大曲げモーメント

Mmax及びその発生深さ lmは下式（1）～（9）によって算出している． 

 （m） （1） 

 （kN･m） （2） 

 （kN･m） （3） 

 
図－１ 支持層が傾斜する場合の基礎 

𝑦0 =
Q

4𝐸𝐼𝛽3
𝑅𝑦0 

𝑀0 =
Q

2𝛽
𝑅𝑀0 

𝑀𝑚𝑎𝑥 =
Q

2𝛽
𝑅𝑀𝑚𝑎𝑥 
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 （m） （4） 

ただし， 

 （m-1） （5） 

 （6） 

 （7） 

 （8） 

 （9） 

ここで， Q：杭頭の水平力（kN），𝑘ℎ：水平地盤反力係数（kN/m3），B：杭径（m）， 

 E：杭のヤング係数（kN/m2），I：杭の断面二次モーメント（m4）， 

 𝛼𝑟：杭頭の固定度（固定のとき 1，ピンのとき 0） 

なお，杭長 L（m）に関しては，β L ≥ 3.0 なる条件を満たすものとする． 

設計例として杭径 800 ϕの鋼管杭（鋼管厚 t＝12mm）および PHC 杭の場合における β L ≥ 3.0 と

なる杭長は以下のとおりである．ここで，E0＝700N，kh＝80・E0・B-3/4（kN/m3）. 

 

表－1 砂地盤における β L ≥ 3.0 となる杭長（杭径 800 ϕ） 

N 値 鋼管杭 PHC 杭 

N=1 17.5m 18.3m 

N=5 11.7m 12.3m 

N=10 9.9m 10.3m 

 

β L ≥3.0 となる杭は一様地盤中の杭として設計できるので，支持地盤の深さの差異により杭長が若干

異なっても同じ長さとして水平抵抗に対する検討をすることは問題ないと判断できる．ただし，図－2

に示すように支持地盤が傾斜していて，β L ≥3.0 となる杭と β L < 3.0 となる杭が混在する杭基礎とな

る場合では，長い杭と短い杭の水平剛性の違いから，剛床仮定により，短い杭の負担水平力は大きく

なる．その場合には，杭長が短い杭に余力のある設計行う，または杭長の差異を考慮した解析モデル

（図－2）により各杭の分担せん断力を算出する等の検討が必要になる場合がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 支持層が傾斜する場合の杭の水平力用検討モデル（例） 

𝑙𝑚 =
1

𝛽
𝑅𝑙𝑚 

𝛽 = √
𝑘ℎ𝐵

4𝐸𝐼

4

 

𝑅𝑦0 = 2 − 𝛼𝑟 

𝑅𝑀0 = 𝛼𝑟 

𝑅𝑀𝑚𝑎𝑥 = 𝑒𝑥𝑝 [− tan−1 (
1

1 − 𝛼𝑟

)] √(1 − 𝑎𝑟)2 + 1 

𝑅𝑡𝑚 = 𝑡𝑎𝑛−1   (
1

1 − 𝛼𝑟

) 
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1.2 複層地盤における場合 

杭頭に水平力を受ける杭の水平抵抗に支配的な影響を与える地盤の範囲は，地表面から 1/β 程度の 

深さまでであり，この範囲内の地盤がほぼ一様であれば，「1.1 の一様地盤中における場合」と同様の

考え方で，杭の支持地盤の傾斜に対する水平剛性の影響を考慮すればよいと判断できる．一方，1/β 程

度の深さまで，地盤が一様と見なせない場合は，杭設計用応力の算定で安全側となるように一様地盤

の水平地盤反力係数 kh の設定を行う, または，図－2 に示すように各層を適切な評価ができるような

モデル化を行う等により，杭の水平剛性の影響を適切に判断することが望まれる． 

 

2. 地表面の傾斜地盤における杭の水平抵抗の評価法 

基礎指針１）では，傾斜地盤近傍の単杭の水平抵抗に対する検討方法が示されており，傾斜地盤にお

いて杭の検討を行う場合には，地盤の状況に合わせて，上記の解法を適切に選定する必要がある． 

傾斜地盤近傍の杭の水平抵抗力は，斜面の影響によって，水平地盤に設置された杭と比較して低下

する（図－3）．斜面の影響は，杭から法肩までの距離が増加するに伴って小さくなり，この距離があ

る程度以上になると消失する．この斜面の影響が設計上ほぼ無視できる限界水平距離 Lcは，既往の模

型実験や解析結果からほぼ次式で与えられる． 

𝐿𝑐 = 2.5/𝛽 （m）    （10） 

     𝛽 = √
𝑘ℎ0𝐵

4𝐸𝐼

4

 

 Lc ：限界水平距離 （m） 

 kh0 ：水平地盤における基準水平地盤反力係数 （kN/m3） 

 

傾斜地盤近傍の杭の水平抵抗に対する解析法として，傾

斜の高さに相当する範囲の基準水平地盤反力係数を低減

し，かつ地盤の傾斜を考慮した塑性水平地盤反力を適用す

る方法がある． 

水平地盤における基準水平地盤反力係数に対して，図－

3中で示した低減範囲のk値に低減係数を乗じた水平地盤

反力係数を適用する．なお，低減係数は斜面の傾斜角度と

杭から法肩までの距離に対応して基礎指針 2001１）に示さ

れている． 

杭径 800 ϕの鋼管杭（鋼管厚 t＝12mm）および PHC 

杭の場合における限界水平距離 Lcの計算例を表－2 に示す． 

 

表－2 砂地盤における限界水平距離 Lc（杭径 800 ϕ） 

N 値 鋼管杭 PHC 杭 

N=1 23.4m 15.2m 

N=5 15.6m 10.2m 

N=10 13.2m 8.6m 

 

 

 

 

図－3 傾斜地盤の形状と杭の位置 
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3. 傾斜地盤で併用基礎とする場合の水平抵抗に対する留意点 

傾斜地盤の例として，造成地のような堅い地盤が表層部分に露出している部分とやや深くなってい

る部分とが混在している場合がある．このような地盤では，支持地盤が浅い部分は直接基礎，深い部

分は杭基礎での計画となり，併用基礎となる． 

併用基礎を採用する場合には，設計上の配慮として，地震時における直接基礎部分と杭基礎部分で

の水平剛性の違いにより生じるねじりの影響を考慮した検討が必要となる場合がある．図－4 に直接

基礎と杭基礎の併用基礎の場合のモデル化例を示す．杭には周辺地盤の水平地盤反力を考慮したばね

を，直接基礎部には基礎底面の摩擦力を考慮したばねを配置しているが，基礎底面のばねのばらつき

により各部位に生じる応力にも差異が生じるため，基礎部材の設計に当たっては応力の分担・変形に

ついて安全側の評価が望まれる．（作用する水平力と直交方向の部材にも応力が生じるが，図－4 では

記載を省略する）また，併用基礎の鉛直方向の変形については安全側に設計することが重要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 併用基礎における水平荷重時解析のモデル化例 

 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，6.6 水平抵抗力および水平変位，2001 
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5.9 外部階段等を支持する杭の水平力に対する検討 

【よくある指摘事例】 

 建物から突出した外部階段やエレベーターシャフトを支持する杭の水平力に対する安全性が不明確

な事例がある． 

 

【関係法令等】 

 令第 93 条 

 平成 13 年国交省告示第 1113 号 

 

【指摘の趣旨】 

 建物から突出した外部階段やエレベーターシャフト（以下外階段等と記す）を有する建物の杭の水

平力に対する検討の際，建物本体の杭のみを考慮して全水平力に対する検討を行い，外階段等の杭の

検討が行われていない場合が多い．建物本体の杭に対しては安全側の評価となっているが，構造耐力

上主要な部分である外階段等の杭についても水平力に対する一次設計は必須事項である．ここでは，

外階段等を支持する杭の水平力に対する考え方を解説する． 

 

【解説】 

1. 杭の分担水平力について 

 杭の分担水平力について，1 階床レベルで建物本体と一体の場合と一体でない場合を考える．ただ

し，局部水平震度による各階床レベルでの地震力（平成 19 年国交省告示第 594 号第 2 第 3 号ハ）の

伝達は確認されているものとする． 

 

1.1 基礎梁等で建物本体と一体の場合 

 1 階で外階段等部分と本体の剛床仮定が成立する場合や，図－1 の Y 方向のように地震時杭頭水平

変位が建物本体の杭頭変位と同一と考えられる場合には，全地震力に対して建物本体の杭と合わせて

負担水平力を分担するとして検討を行う．その際，根入れ深さとその差異，杭の剛性及び杭頭部の固

定度等を考慮したうえで適切に水平力を分配して計算する必要がある． 

 また X 方向については基礎梁で建物本体と繋がれているが構造スラブがなく剛床仮定が不確かな場

合には，以下の 2 つの方法が考えられる． 

(1）全地震力に対しては建物本体の杭のみで検討を行う．外階 

段等の杭については，杭頭水平変位を建物本体の杭と同一 

として応力を求める． 

(2）基礎梁の水平剛性及びねじり剛性を適正に評価し，全地震 

力に対して建物本体の杭と合わせて水平力を分担するとし 

て，負担水平力を分配する．なお，剛床仮定が成立する場 

合と同様に，根入れ深さとその差異，杭の剛性および杭頭 

部の固定度等を考慮する必要がある． 

 

 

 

 

階段を支持する壁 

図－1 基礎梁で建物と 

一体の場合 

建 物 本 体

CASE－3 

基礎梁 
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1.2 建物本体と一体でない場合    

 全地震力に対しては建物本体の杭のみで検討を行うのがよい．外階 

段等が最下層で建物本体と一体となっていないので，本体杭と外階段

杭の変形差を許容する構造となる．このような場合は 1 階壁重量の  

1／2 と基礎重量相当分の水平力を分担するとして杭の設計をすること

が望ましい．   

 この際，杭頭の曲げモーメントは階段を支持する壁の面内，面外剛性

により決まるため，これを適切に評価する必要がある．一つの方法とし

て，杭頭は固定として上部構造と杭・地盤の連成された図－3 のモデル

で評価することもできる．この際，2，3 階床に本体の地震時水平変位

を与えるとよい． 

 あるいは安全側に杭頭固定と杭頭ピンの両方を満足させる設計もあ

る． 

 

2. 建物本体および階段支持壁等の検討について 

 建物本体，外部階段それぞれは 1．で示した杭の分担水平力により求

まる杭頭モーメントを負担できるように適切に設計する必要がある．

基礎梁があり曲げを分担できる部材がある場合は，一般には従来の方

法－基礎梁と上部を分離したモデル－で設計すればよい． 

しかし 1.2 のように基礎梁がない外部階段や 1.1 の外部階段 X 方向 

では階段壁剛性や地中梁の水平剛性やねじり剛性を適切に考慮して， 

上部構造への応力を算出することが望ましい．一つの方法として図－3 

の連成モデルにより階段壁の応力を求めることができる．上下分離モ

デルとする場合は，安全側に杭頭固定の曲げ応力で上部構造を設計す 

る方法もある．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図－2 基礎部分で建物と 

一体でない場合 

建物本体 

図－3 連成モデル 

階段を支持する壁 

3 階床 

2 階床 

水平力 

地盤バネ 杭 

階段壁 



 

 

5.10－1 

 

5.10 杭頭接合部の設計                A-2 

【よくある指摘事例】 

杭頭接合方式の違いによる杭頭固定度の評価や杭頭接合部の設計法について，説明が不十分または

不適切な事例がある． 

 

【関係法令等】 

平成 19 年国交省告示第 594 号第 1 第一号，第二号 

 

【指摘の趣旨】 

 杭頭接合部の設計では，杭頭に作用する設計荷重に対して接合部の強度および回転剛性を適切に評

価する必要がある．しかしながら，杭頭接合部に関する実験的研究は少なく，基礎指針１）に示されて

いるような代表的な接合方法（図－1）を採用し，通常，杭頭固定と仮定して設計されている．近年，

杭頭接合部の強度および回転剛性を定量的に評価する設計法が採用される場合も増えつつあるが，こ

の場合には杭頭接合部の強度および回転剛性を実験結果等に基づき適切に評価しなければならない． 

以下では，杭頭接合部の接合方法とその設計法，確認申請における取扱いや注意点について解説する． 

 

【解説】 

1. 杭頭接合部の接合条件 

杭頭接合部の設計では，杭頭接合部の接合条件を設定する必要がある．仮定する接合条件としては，

剛接合，半剛接合，ピン接合が挙げられるが，一般的には剛接合と仮定して設計を行っている．杭頭

固定度に関する既往の実験結果から，図－1 に示す杭頭接合方式の場合は，剛接合とみなして設計し

てよい．半剛接合やピン接合を採用する場合や特別な応力伝達方法を採用する場合は，杭頭接合部の

強度および回転剛性を実験結果等に基づき定量的に評価する必要がある． 

 

1.1 杭頭接合方式 

一般的に杭頭接合条件として剛接合と見なせる杭頭接合方式を図－1 に示す．  

ⅰ）主筋定着方式 

ⅰ‐a) 杭体主筋を延長あるいははつり出し，基礎スラブ内に定着． 

    適用杭種：場所打ちコンクリート杭 

ⅰ‐b) 杭端板に鉄筋をスタッド溶接あるいはねじ接合し，基礎スラブ内に定着． 

    適用杭種：既成コンクリート杭（PHC 杭，PRC 杭），既成鋼管コンクリート杭（SC 杭） 

ⅰ‐c) 杭鋼管部に鉄筋をフレア溶接し，基礎スラブ内に定着． 

    適用杭種：鋼管杭，既成鋼管コンクリート杭，場所打ち鋼管コンクリート杭 

ⅱ）中詰め補強方式 

 杭頭部を鉄筋あるいは中詰め鉄筋コンクリートで補強し，鉄筋を基礎スラブ内に定着． 

     適用杭種：既成コンクリート杭，既成鋼管コンクリート杭，鋼管杭 

ⅲ）埋込み方式 

杭本体を基礎スラブ内に杭径程度以上埋め込む．埋込み部の杭中空部には基礎スラブと同等のコ

ンクリートが打設され，かつ膨張コンクリートの採用や鋼管杭の場合は内面にずれ止めを取り付け

る等，杭内面との所要の付着強度が確保されることを前提とする．負の軸力下では採用できない． 

    適用杭種：既成コンクリート杭，既成鋼管コンクリート杭，鋼管杭 
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この場合，基礎スラブ埋込み部前面，後面ならびに杭端面でのコンクリートの抵抗や，基礎スラ

ブの補強筋の引張抵抗により曲げモーメントとせん断力に抵抗することになるが，許容支圧応力度

の規定などが法にないため，文献２）を参考に設計を行う．近年多くの工法が開発されている回転

埋設根固め工法の比較的小口径の鋼管杭も同様の設計を行う．埋込み長が杭径より短い場合につい

ては，実験での杭の応力分布が不明であり，杭の水平せん断力と支圧応力度の関係（αFc）も明確に

なっていないため，現状では指定性能評価機関等による技術評価を取得していることが前提となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 杭頭接合方式による杭頭固定度 

基礎指針 2001１）には，杭頭接合方式と杭頭固定度の関係についての既往の実験結果が示されてい

る．これによると，図－1 に示す杭頭接合方式の場合は概ね高い固定度を有している．一方，図－1 の

d）埋込み方式で，埋込み長さが 10cm 程度と小さい場合は軸力の影響を大きく受け，軸力がない場合

は固定度が 0.5 以下となっている． 

したがって，図－1 に示す杭頭接合方式を採用する場合は杭頭固定として設計してよいが，埋込み

方式で埋込み長さが杭径未満の場合，あるいは半剛接合方式やピン接合方式を採用する場合は，回転

剛性を実験等に基づき定量的に評価するものとして取扱う．また，杭頭の固定度が低下すると，杭頭

曲げモーメントは減少するが地中部の曲げモーメントは増加するため，杭体の設計にも注意が必要で

ある．現状では半剛接合方式やピン接合方式を採用する場合は指定性能評価機関等による技術評価を

取得した半剛接合工法とする必要がある． 

 

2. 杭頭接合筋の設計例 

ここでは，一般的な杭頭接合部の設計法の一例を示す．杭頭接合部

の設計用応力は杭頭の応力を採用する．杭頭の応力は杭頭を固定とし

て弾性支承梁の曲げ理論や Chang 式により算定する．この時，設計用

軸力には杭頭曲げにより生じる基礎梁からの付加軸力を考慮しなけれ

ばならない．以下で主筋定着方式，中詰め補強方式を示す． 

図－2 に示すように基礎スラブ内に仮想の RC 円形断面を想定し，

円形柱として設計する方法が一般に行われている．仮想の円形断面は

接合筋からのかぶり厚さを 100mm 程度考慮すればよいが，指定性能

評価機関等による技術評価を取得している杭頭接合工法の場合はその

評価内容に従わなければならない．例えば，パイルスタッド工法の場

合の仮想円形断面は杭径+200mm となっている．なお，中詰め補強方

L

450100 100

40d定着筋

図－2 仮想円形断面 

図－1 杭頭接合方式 

杭径程度以上 
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式の場合は杭頭接合筋の重心位置が円形断面の中心に近いため，主筋定着方式に比べて接合筋が多く

必要となる． 

算定例（SC 杭，ϕ  450mm） 

使用材料  ：コンクリート Fc21→fc＝2/3 × Fc＝14N/mm2 

鉄筋 SD345(D19) →rfc，ft ＝345N/mm2 

設計応力  ：Nmax＝1400 kN，Nmin＝200kN，M＝175kNm 

仮想円柱の径：D = 650mm（接合筋からのかぶり厚さを考慮し，          

ここでは ϕ +200mm とする．） 

必要鉄筋量の算定 

pg＝0.65%→Ag＝2150mm2(＝8－D19) 

 接合筋の溶接長さの算定 

  鉄筋の耐力：287×345/1000＝99kN 

溶接長さ：長さ Lmm，脚長 9mm，鋼管 F＝325N/mm2とする． 

       0.7 × 9 × (325/√3) × 2(𝐿 − 2𝑑) 1000⁄ ≥ 99 kN 

∴L ≥ 79.9mm 

 

杭頭にスタッドを打設する場合は 1）杭天端プレートの安全性，2）スタッドの引張耐力 ≤ 杭 PC 鋼

棒の引張耐力等の検討も必要となる．ただし，これらは技術評価を取得する際に実験等で確認されて

いるため，技術評価の適用範囲を確認する必要がある． 

    

【取扱い】 

 図－1 に示す杭頭接合方式を採用する場合，杭頭固定として杭頭応力を算定する．杭頭接合部が主

筋定着方式，中詰め補強方式の場合，仮想円形断面を設定して設計する．なお，埋込み方式で文献２）

により設計する場合，杭埋込み部前後面に生じる損傷限界時の支圧応力度は，基礎スラブのコンクリ

ートの短期許容応力度以下とする必要がある．  

埋込み方式で埋込み長が杭径未満の場合や，半剛接合方式，ピン接合方式を採用する場合は，指定

性能評価機関等による技術評価が必要となる． 

 

【補足事項】 

 既成杭に杭頭補強筋を取り付ける場合には，杭頭の仕様（PC 鋼棒本数，杭頭鋼板，鋼板のネジ径な

ど）に適合していることが必要である．また，杭頭の仕様は杭メーカーによって異なるため，補強筋

の径や本数が過大と思われる場合などには，既成杭と杭頭補強筋との適合の検討を行う必要がある． 

文献２）では，PRC 杭の杭頭部の軸方向鉄筋と端板との応力伝達が不明瞭であることや定着筋方式

での実験データがないことより，PRC 杭の杭頭接合法を埋込み方式に限定し，埋込み長を杭径の 2 倍

必要とする記載があるが，基礎スラブせいが非常に大きくなり問題も多い．中詰め補強方式との併用

も考えられるが，実験資料もないため注意が必要である． 

また、文献２）は，その序に「･･･今後の研究の進展を受けて定期的に改訂が検討される刊行物とな

っている」とあるように，設計式等の変更もあり得るため，設計者は内容を理解し十分安全側の設定

を行うことが必要である． 
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【参考文献】 

１）日本建築学会：建築基礎構造設計指針，6.8 基礎スラブおよび杭頭接合部，2001 
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5.11 フーチングが下がっている場合の杭頭曲げ応力の伝達 

【よくある指摘事例】 

 フーチングが基礎梁より低い位置にある場合で，杭頭曲げモーメントの基礎梁への伝達が不明確な

事例がある． 

 

【関係法令等】 

 平成 19 年国交省告示第 594 号第 1 第一号，第二号 

 

【指摘の趣旨】 

 一次設計においては，原則として杭頭モーメントの建物への曲げ戻しを考慮する必要がある．一般

的な杭・フーチング・基礎梁の納まり（図－1（a）参照）の場合，杭頭を完全固定として杭頭の曲げモ

ーメントを算定する．算定した杭頭の曲げモーメントを基礎梁芯まで戻して，上部構造の安全性確認

を行う１）． 

  実際の設計においては，EV ピットの床下がり等によりフーチング天端が下がり，結果として杭頭補

強筋が基礎梁の下で止まっている場合も生じる（図－1（b）参照）． このような場合，杭頭の曲げモ

ーメント等の応力を基礎梁まで伝達できなくなり，補強の為にハンチ（図－1（c）参照）を設けること

もある．以下に，フーチングが下がる場合の杭頭曲げ応力伝達の考え方について解説する． 

 

 

 

 

 

 

 

（a）一般的な納まり        （b）フーチングが下る場合       （c）ハンチ補強例 

図－1 フーチングと基礎梁の関係 

 

【解説】 

杭頭の曲げモーメント等の応力は，杭頭曲げ補強筋によりフーチングへ伝達され，フーチングから基

礎梁・柱へ伝達されて力学的に釣り合う

ことになる．しかしこの間の力の伝達経

路は複雑である．フーチングに下がりが

ある場合は更に複雑化する． 

ここでは 1 柱 1 本杭の一般的な基礎の

納まりを基本にしてフーチングが下がる

場合の考え方を示す． 

 

1. 下がりのない一般的な基礎の納まり 

 図－2 に示すように杭の主筋は基礎の

なかに定着長さをとって配筋され，ほぼ

基礎梁の中にも定着されている．柱主筋は 

   

杭頭補強筋が基礎梁

に達していない． 
ハンチ補強 

杭頭補強筋も基礎梁

に達している． 

フーチング配筋 フーチング配筋 

200 程度 

杭 

柱 

ﾌｰﾁﾝｸﾞ

杭主筋 

基礎梁主筋 

柱主筋 

基礎主筋 

杭主筋定着長さ 

図－2 下がりがない基礎の納まり 
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基礎主筋の上から立ち上がる．柱は基礎の外周横筋か杭のフープ筋に囲まれた基礎中に埋め込まれた

ようになる．柱主筋は杭主筋とあき重ね継手となって基礎梁のなかで連続し基礎梁の接合部を形成す

る． 

 杭は杭天端で断面設計し，基礎梁は柱面で断面

設計している．              

 

2. フーチングの下がり寸法が小さい場合 

 図－3 にフーチングが下がる場合を示す．この

場合，杭主筋は基礎梁中には定着できていない．

杭頭の曲げ応力は基礎梁底まで増大し，この曲げ

応力に対して基礎梁底で設計された杭主筋は十分

な定着長さがないため曲げ耐力を完全には発揮で

きない．しかし，下がり寸法が比較的小さい場合

は，短くなった定着長さでも，存在応力を伝える

ことができる．このように杭鉄筋本数に余裕

がある場合は，補強無しでも曲げ応力を伝え

ることも可能と考えられる． 

 

3. フーチングの下がり寸法が大きい場合 

 下がり寸法が大きい場合は杭主筋の定着を

期待するのは困難となる．この場合は柱主筋

が曲げ応力に抵抗するとして，柱配筋で設計

することが考えられる．この際，圧縮側は杭

断面と考えることができる．また柱主筋で不

足する場合は図－4 に示すように基礎梁中に

配筋した追加曲げ主筋で曲げ応力を負担する

方法がある．基礎梁幅の中に配筋するため断 

面によっては有効な方法である．追加曲げ

主筋については RC 規準 2018，17 条の解

説図 17.25 にも同様の記述がある２）． 

 

4. ハンチ補強を行う場合                

 図－5 に示すように，基礎梁に鉛直ハン

チを設けて杭頭部まで基礎梁せいを大きく 

する．このことからフーチングと基礎梁の 

関係は図－2 の一般的な基礎の納まりと同 

様となり，杭頭モーメントの伝達は可能と 

なる．この場合ハンチ主筋は基礎梁の主筋

となり，ハンチ部梁せいを用いて基礎梁応 

力を負担する設計となる．ただし，ハンチ 

が部分的で比較的小さい場合は，基礎梁主 

図－3 フーチングが下がる場合 

基礎梁 

杭 

杭主筋 

基礎梁主筋 

柱主筋 

 

基礎主筋 
ﾌｰﾁﾝｸﾞ

柱 
追加曲げ主筋 

図－4 フーチングが大きく下がる場合 

基礎主筋 

基礎梁 

杭 
杭主筋 

基礎梁主筋 

柱主筋 

ﾌｰﾁﾝｸﾞ

ハンチ主筋 

柱 

図－5 梁鉛直ハンチの補強 

追加曲げ主筋 

定着長さ 

基礎梁 

杭主筋 

基礎梁主筋 

柱主筋 

基礎主筋 

ﾌｰﾁﾝｸﾞ 
杭主筋 

定着長さ 

柱 

杭 
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筋は通常の主筋位置で通し，追加でハンチ補強筋を 

設ける方法がある．この場合のハンチ主筋は杭頭曲 

げモーメントの梁分担曲げモーメント程度は負担 

できるような配筋とすることが望ましい． 

なお，ハンチの角度は基礎梁材軸に対して 30 度 

から 45 度程度が望ましい． 

 

5. フーチングの下がりがさらに大きい場合 

 図－6 のようにフーチングの下がりが非常に大き 

くなった場合には，ハンチを設けても角度が大きく 

なり，図－6 の形状から考えられるように梁ハンチ 

よりは杭頭のハンチ補強部と考えられる．この場合 

は基礎梁下端の曲げ応力に対して変断面の柱として 

の設計となる． 

 もちろん，ハンチ以外にも，さまざまな設計者の 

工夫が期待される． 

 

6. まとめ 

杭基礎－1 柱 1 本杭―の場合にフーチングと基礎梁の応力伝達について注意点を述べた．下がり寸

法が軽微な場合は 2．で示したように杭主筋の定着余裕で対応できるが，そうでない場合は 3．や 4．

の対応が考えられる．更に大きな下がり寸法となると 5．のように変断面柱として設計することがで

きる． 

下がり寸法の範囲と最適の対策について定量的な判断はできない．また，複数本の杭の場合のフー

チングではフーチングの設計も含めて複雑な問題となる．形状に応じて設計者の適切な判断が望まれ

る． 

 

【参考文献】 

１）国土交通省国土技術政策総合研究所他監修：2020 年版建築物の構造関係技術基準解説書，p.434 

２）日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説,  pp.261～262，2018 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－6 杭頭補強部ハンチ 

フーチング 

柱 

基礎梁 

杭  
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5.12 杭頭曲げによるフーチングのねじり           B 

【よくある指摘事例】 

基礎梁が取り付かない杭基礎フーチングについて，杭頭曲げモーメントを伝達させるためのねじり

に対する検討が行われていない事例がある． 

 

【関係法令等】 

平成 19 年国交告第 594 号第 1 第一号，第二号 

 

【指摘の趣旨】 

複数の杭を配置し，基礎梁が取り付いていないフーチング部分（図－1）に杭頭曲げモーメントが作

用する場合，杭頭から基礎梁への曲げモーメントはフーチングのみを介して伝達される. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合に，フーチングのねじりに対する検討が行われていない事例がある．過去には，日本建築

学会「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 1982」（以下，RC 規準 1982）に「Bach の近似式」

が記載され，フーチングのねじりの検討に用いられていたが，RC 規準 1982 の記述では，ねじりせん

断応力度とせん断力によるせん断応力度の相互作用が考慮されない等の問題があった１）．また，「Bach

の近似式」は，弾性理論式であるため応力度が実際よりも大きく算出される． 

以下では，RC 規準 2018２）に示されているねじりに対する検討の考え方，「Hsu の式」によるせん

断応力度の算定方法３）を示し，基礎梁が取り付かない杭基礎フーチングを想定した設計の考え方につ

いて解説する． 

 

【解説】 

1. ねじりに対する検討 

1.1 ねじりに対する検討の考え方 

RC 規準 2018２）では，ねじりとせん断，ねじりと曲げに対して相関を考慮した検討方法を示してい

る．また，RC 規準 2010 の改訂に伴う Q&A３）では，下記のように解説されている． 

①ねじりせん断応力度とせん断応力度の和が許容応力度を超えないように設計するのが良い．

②「Bach の近似式」そのものに問題があるわけではなく，この式でねじりせん断応力度を算定して

も構わないが，弾性理論式であるため応力度が実際よりも大きく算出される．「Hsu の式」を変形

した式でねじりせん断応力度を求めてもよい．この場合は，あばら筋比の規定を順守する必要はな

いと考えられる． 

図－1 ねじりの検討を要するフーチングの例 

a－a' 断面 

Mt 

Mp 

a a' 
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1.2 Bachの式の妥当性について 

ねじりによるせん断応力度の算定については，過去には RC 規準 1982１）に記載の「Bach の近似

式」が用いられてきた．「Bach の近似式」は，弾性式であり，ねじりモーメントMt を受ける長方形

断面に関してせん断応力度を算定するもので，下式で表わされる． 

 （幅・せいのうち大なるものを D，小なるものを b とする） 

「Bach の近似式」は，1982 年まで RC 規準に掲載され，1988 年版から削除されている．1982 年

版１）までの記述には，以下に示す問題があった． 

①部材の耐力について，ねじりせん断応力度とせん断力によるせん断応力度の相互作用に関しては 

述べられていない． 

②ねじりモーメントに対する補強の考え方について，1958 年版はせん断力に対する設計との整合性 

が取られているが，1971 年版以降はせん断力に対する設計思想が変わったため曖昧になった． 

③𝜏𝑚𝑎𝑥の制限を許容せん断応力度とせず，ひび割れせん断応力度（Fc /10 等）での検討など，検討方 

針が明確でない．  

 

1.3 「Hsuの式」によるせん断応力度の算定方法３） 

「Hsu の式」の変形式である下式によって，フーチングのねじりせん断応力度が求められる． 

                                                （1） 

このせん断応力度と，杭の水平，鉛直反力により生ずるせん断応力度 τh，τv のいずれか大きい方

との和を算定し，コンクリートの許容せん断応力度以下であることを確認する． 

 

1.4 RC規準 2018による検討方法２） 

長方形断面の梁を対象としたねじりに対する補強筋の算定方法を紹介する． 

1.4.1 最小補強筋量を配置した梁の算定方法 

最小あばら筋比（0.2%）を有する長方形断面梁が，ねじりとせん断を同時に受けるときの設計用ね

じりモーメント T と設計用せん断力 Q は，（2）式を満たす必要がある．また（3）式が満たされない

場合は，（4）式の軸補強筋 asが必要となる． 

 

(T/T0)2＋(Q/Q0)2 ≤ 1                               （2） 

ここに，T0 ＝bT2 DT (1.15) fs/3 

     Q0 ＝bjαfs 

     T/M ≤ 0.4/(1＋ω)                                   （3） 

     as ＝0.0016bD(1＋1/ω)(wft/sft)                                            （4） 

記号 bT ： 梁の幅とせいのうち，小さいほうの長さ  

DT  ： 梁の幅とせいのうち，大きいほうの長さ 

 b ： 梁の幅                                 j：応力中心距離で，(7/8)d としてよい 

 d ： 梁の有効せい  

 α ： 梁のせん断スパン比 M/(Q d）による割増係数（RC 規準 2010 15 条４）） 

 ω ： あばら筋の中心戦で囲まれたコンクリートの長辺長さ d0のあばら筋の中心線で囲 

まれたコンクリートの短辺長さ b0に対する比（=d0/b0） 

 D ： 梁せい                               fs：コンクリートの許容せん断応力度 

 wft ： あばら筋のせん断補強用許容引張応力度 sft ：軸方向筋の許容引張応力度 

𝜏𝑚𝑎𝑥 = (3 +
2.6

0.45 +
𝐷

𝑏

)
𝑀𝑡

𝑏2𝐷
 

𝜏𝑚𝑎𝑥 =
3𝑀𝑡

𝑏2𝐷
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1.4.2 ねじり補強筋の算定方法 

a）計算方針 

曲げ，せん断と同時にねじりを受ける部材の補強筋は，曲げモーメント，せん断力に対してそれ

ぞれ算定される補強筋量に，b）項で算定される補強筋量を加算して配筋する．ただし，せん断に

対して必要なあばら筋比の値 pwsは 0.1%以上とし，必要なあばら筋の総量は 1.2%を超えてはなら

ない．また，設計用ねじりモーメントは，（5）式を満たすものとする． 

T ≤ bT2 DT fs (4/3)                              （5） 

記号 T ： 設計用ねじりモーメント 
 

b）ねじりモーメントに対する補強筋量の算定 

材軸に沿い x の間隔で配置する閉鎖形あばら筋 1 本の必要断面積 a1は（6）式による．                            

     a1＝Tx/(2wft A0)                                （6） 

 x ：閉鎖型あばら筋の間隔  

A0 ：閉鎖型あばら筋の中心で囲まれるコンクリート核の断面積 

   

軸方向筋の必要全断面積 asは（7）式で求め，断面の外周に沿って 300mm 以下の間隔で均等に

配筋する．                          

    as ＝Tψ0/(2sft A0)                                 （7） 

記号 ψ0：閉鎖型あばら筋の中心で囲まれるコンクリート核の周長 

 

【補足事項】 

 図－2 に示すように地中梁が配置されている場合では，通常安全率は高く，

フーチングのねじりの検討は必要ないと考えられる． 

 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説，p.324，1982 

２）日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説，pp.402～412，2018 

３）日本建築学会ホームページ：RC規準Q&A No.53 回答，2011.6.29 掲載  

                             （http://www.kyusan-u.ac.jp/J/rcqa/answer.htm） 

４）文献２），p.154 
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5.13 基礎スラブの許容せん断力            A-2 

【よくある指摘事例】 

基礎スラブの許容せん断力について算出方法が不明確，または算定結果に則した配筋がおこなわれ

ていない事例がある． 

 

【関係法令等】 

平成 19 年国交省告示第 594 号第 1 第一号，第二号 

 

【指摘の趣旨】 

 基礎等のせん断設計において，通常は RC 規準 2018２）20 条 5項（１）（２）に基づきせん断スパン

比による許容せん断力の割増し係数 を考慮せずに設計が行われているが， を考慮する設計として,

基礎スラブを梁部材とみなし RC 規準 2010１）15 条の許容せん断力式に基づき を考慮している事例, 

RC 規準 2018２）20 条 5項（３）に基づき基礎スラブの許容せん断力 QAに を考慮している事例があ

る． 

 杭を支持する基礎スラブのせん断強度の評価は上部構造の鉛直支持性能に直接影響を与える重要な

問題であり，上記のような基礎スラブの許容せん断応力に対する指摘が多いので，ここでは基礎スラ

ブの許容せん断応力に関して解説する． 

 

【解説】 

1. 基礎スラブの許容せん断力の問題点 

基礎スラブのせん断破壊機構については理論的に明確な解答がまだ得られていないため，杭基礎ス

ラブに対して梁部材の許容せん断力式を適用する場合がある． 

図－1 に示す杭基礎等のせん断設計に対して基礎スラブを片持梁にみなし，RC 規準 2010１）15 条の

許容せん断力式に基づいて（1）式を適用した場合,通常せん断スパン比 M/ (Qd )が 1.0 以下になる．

したがって長期時，短期時の割増係数 α は最大値 2.0 を採用することができる． 

 

QA＝bjfs          （1） 

      

ただし， 

 

                       かつ 1 ≤ α ≤ 2 

 

記号 b：梁幅 

j：梁の応力中心距離で (7/ 8)d と 

することができる．                 

d：梁の有効せい 

α：梁のせん断スパン比 M/ (Qd )に 

よる割増係数    

fs：コンクリートの許容せん断応力度       

 図－1 基礎スラブの概略図 

𝛼 =
4

𝑀

Q𝑑
+ 1
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RC 規準の 2018 年の改定では，複数の杭が剛接合された基礎スラブの断面算定として，従前 20 条

5 項（１）（２）に加えて，20 条 5 項（３）の規定を新設し，基礎スラブの許容せん断力 QAに α が考

慮された計算式等が示された。 

しかし，基礎スラブの許容せん断力に対する過大な評価はコンクリートの脆性的な破壊に繋がる可

能性があり，慎重な取扱いが必要であることから，以下に基礎スラブの許容せん断力について解説す

る． 

  

2. 基礎スラブの許容せん断力 

2.1 梁の許容せん断力（RC 規準 2010１）15 条） 

15 条は既往の研究により現在までに判明している範囲の事項を条文化して，安全かつ実用的なせん

断設計法の一助となることを図ったもので，長方形ならびにＴ形断面を有する通常の梁に適用される

ものである．梁の許容せん断力式は長期荷重時を対象に（2）式，（3）式（せん断ひび割れを許容），

および大地震動に対する安全性を確保のための（4）式が以下のように示されている． 

 

QAL＝bjαfs                                   （2） 

QAL＝bj {αfs＋0.5wfs (pw－0.002)}                         （3） 

pwの値が 0.6%を超える場合は， 0.6%として許容せん断力を計算する． 

QAS＝bj {αfs＋0.5wfs (pw－0.002)}                                                 （4） 

pwの値が 1.2%を超える場合は， 1.2%として許容せん断力を計算する． 

 

かつ 1 ≤ α ≤ 2 

 

記号 pw：梁のせん断補強筋比  wfs：せん断補強筋の許容引張応力度 

 

2.2 基礎スラブの許容せん断力（RC 規準 2018２）20 条 5 項（１）（２）） 

 杭に支持される基礎スラブの設計は地盤に支持される基礎スラブの設計に準じることとされ，幅の

広い片持梁の許容せん断力規準式として（5）式が示されている． 

QA＝l･j･fsまたは l'･j･fs                                   （5） 

記号 l または l'：基礎スラブの全幅 

           d：基礎スラブの算定断面有効せい 

j：基礎スラブの応力中心距離 (7/ 8)d とすることができる 

fs：コンクリートの許容せん断応力度 

 

（5）式はせん断スパン比の小さな基礎スラブが長期・短期双方の荷重に対してせん断ひび割れを

できるだけ生じさせない設計を原則として，せん断スパン比による割り増しおよびせん断補強筋によ

る許容せん断力の増加を無視１）している．またコンクリートの許容せん断応力度 fsは 6 条の許容せ

ん断応力度を用いている． 

 

2.3 基礎スラブの許容せん断力（RC 規準 2018２）20 条 5 項（３）） 

梁として設計される基礎スラブについて，ストラット機構が明確であることや実験的研究があるこ

とに鑑み，α を考慮してよいこととしている．大築らにより行われた４本杭で支持された独立フ－チン

𝛼 =
4

𝑀

Q𝑑
+ 1
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グ基礎の基礎スラブの曲げおよびせん断強度に関する実験結果に対して（6）式による短期許容せん断

力が安全側の評価となっていることが示された． 

 

QA＝l･j･α･fsまたは l'･j･α･fs                                                 （6） 

ただし，0 ≤ pw ≤0.2%の場合；α ＝1 

 

pw ≥ 0.2%の場合；              かつ 1 ≤ α ≤ 2 

 

記号 l または l'：基礎スラブの全幅 

           d：基礎スラブの算定断面有効せい 

j：基礎スラブの応力中心距離 (7/ 8)d とすることができる 

fs：コンクリートの許容せん断応力度 

pw：基礎スラブのせん断補強筋比 

 

（6）式は複数の杭が剛接合された基礎スラブを原則として，正方形ないし長方形の平面計画を有し,

杭の配置が柱芯に対して左右対称形なものを対象とする． 

αを適用するには規定に応じて算出されたpw ＝0.2%以上のせん断補強筋を基礎スラブへ配するこ

と，並びに上下の主筋を有する複筋梁とし，また複筋比は 0.5 以上とする． 

なお，（6）式を採用する場合，基礎スラブに生じる曲げモーメントは，RC 規準 2018 の 20 条 5 項

（３）の（20.4）式で示されている d/lp <2.0 かつ釣合鉄筋比以下の制限下で算定された許容曲げモー

メント MAを超えないことも併せて確認する必要がある． 

 

 

【取扱い】 

杭基礎のスラブに対して梁の許容せん断力式を適用することについて明確に示されていない現状で

は，RC 規準 2018 の 20 条 5 項（１）（２）の主旨に従って QA＝l･j･fs 又は l'･j･fs（5）式を用いて安

全側に基礎スラブのせん断設計を行うことを原則とする． 

図－1 に示す 2 本杭基礎のように，複数の杭配置が正方形ないし長方形の平面計画を有し，杭の配

置が柱芯に対して左右対称形である基礎スラブには，RC 規準 2018 の 20 条 5 項（３）の構造規定（複

筋梁とし,複筋比は 0.5 以上等）を守ることを条件として，QA＝l･j･α･fsまたは l'･j･α･fs （6）式を採

用することができ，pw ＝0.2%以上のせん断補強筋を配置する場合には，せん断スパン比による割増係

数 αを考慮することができる．（6）式を採用できない偏心 1 本杭基礎については，ディープビームの

せん断設計として「ストラット・タイモデル」による方法が新たに示されている.なお，RC 規準 2018

の 20 条 5 項は，使用性，損傷性制御を目的とし，大地震動に対する安全性については明記されていな

い。 

 ただし，図－1 に示す 2 本杭基礎，偏心 1 本杭基礎のように応力伝達が一方向であることが明確な

基礎のスラブでは，これを梁部材と見なすことも可能である．この場合は RC 規準 2010 の 15 条の構

造規定（pw ＝0.2%以上，末端 135°以上の折り曲げ定着等）を守ることを条件として，せん断スパン

比による割増係数 αを採用し，長期許容せん断力は 15 条 QAL＝bjαfs （2）式とし，短期設計において

は，設計用せん断力に大地震時の安全性を確保する割増係数(n ＝1.5 倍以上)を用い，短期許容せん断

力には 15 条 QAS＝bj {αfs＋0.5wfs (pw－0.002)} （4）式を採用することができる． 

𝛼 =
4

𝑀

Q𝑑
+ 1
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5.14 3本打ち杭基礎フーチングの設計 

【よくある指摘事例】 

 杭基礎フーチングの平面形状が整形でない場合の設計方法が不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

 平成 19 年国交省告示第 594 号第 1 第一号，第二号 

 

【指摘の趣旨】 

 3 本打ち杭の基礎フーチング平面形状は矩形でなく図－1 に示すような特徴的な形状とすることが

多い．また配筋方法も種々考えられるが，それぞれについて力の流れを考え，適切な算定方法を検討

する必要がある．ここでは代表的な形状について，曲げ鉄筋の付着設計に起因して生じる配筋方法の

問題点について解説する． 

 

【解説】 

1. 3本打ち杭の基礎フーチング形状 

 3 本打ち杭の基礎フーチングには図－1 に示すような幾つかの形状がある．また配筋法も直交 2 方

向だけでなく 3 方向の場合もある．それぞれの場合で有効な曲げ鉄筋をどのように配筋するかについ

て検討する必要がある．ここでは，よくある事例の（b）形状を対象として，直交 2 方向配筋をする

場合の曲げ主筋の付着設計に関する留意点について解説する． 

 

 

 

 

 

 

 

（a）配筋は 3 方向        （b）配筋は 2 方向         （c）配筋は 2 方向 

                        配筋方向を示す． 

 

2. 曲げ鉄筋の付着設計法 

 RC 規準 2018 の 20 条基礎１）の項では，曲げモーメントに対する設計は同規準 13 条梁の曲げ設

計，および 16 条付着および継手に従って設計できると記されている． 

 長期の付着設計は曲げ付着応力度の検定を行う（1）式（RC 規準 2018，（16.1）式２）），および平

均付着応力度の検定を行う（2）式（RC 規準 2010，（16.2）式２））のいずれかによって行う． 

RC 規準 2018（16.1）式                               （1） 

RC 規準 2018（16.2）式                               （2） 

なお，曲げせん断ひび割れが発生しない場合は（2）式の d は無視することができる． 

（1）式は曲げモーメントの変化による鉄筋応力の変化に対して必要な付着応力度を求めるもので，

単位長さ当たりの必要鉄筋周長を算定することになる． 

図－1 3 本打ち杭のフーチング形状 

𝜏𝑎1 =
Q𝐿

𝛴ϕ × 𝑗
≤ 𝑓𝑎𝐿  

𝜏𝑎2 =
𝜎𝑡𝐿 × 𝑑𝑏

4(𝑙𝑑 − 𝑑)
≤ 0.8 × 𝑓𝑎𝐿  
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（2）式は（1）式の付着応力度が過大になった場合に最大鉄筋応力発生位置から有効な鉄筋長さの中

で平均の付着応力度を求めるもので，必要な鉄筋長さを算定することになる． 

 したがって，（1）式では曲げモーメントが発生する位置（せん断力が作用する位置）で必要な単位

長さ当たりの鉄筋周長 ϕ，すなわち鉄筋本数を確保することになり，（2）式では最大曲げモーメント

が作用する位置から鉄筋長さ ldを確保することになる．この違いを図－2 で示す．（a）は Y 方向では

（1）式で必要な鉄筋本数をせん断力が作用する位置 X-X’（杭芯位置）の基礎幅 yW1の範囲に配筋す

る必要があることを示す．同じく X 方向では Y-Y’(杭芯位置)の基礎幅 xW1の範囲に配筋する．（b）

は，Y 方向では（2）式で必要となる鉄筋長さ ld (柱面からの長さ)を持つ鉄筋のみが有効でありこの

図では基礎幅 yW2に配筋された鉄筋のみとなる．同じく X 方向では基礎幅 xW2に配筋された鉄筋の

みとなる．なお構造規定２）で ldは 300mm 以上となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 いずれも基礎フーチングは一体となって挙動し，基礎幅全体が有効であるとの前提で設計してい

る．したがって，基礎フーチングせいを小さく，基礎幅を異常に大きくするようなフーチングでは一

体性が疑わしくなるため，一般的な範囲を超えて基礎幅を拡大する等の対策には慎重な検討が必要で

ある． 

 

【参考文献】 

１）日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説，20 条 基礎，2018 

２）文献１），16 条 付着および継手 

有効な鉄筋の範囲 

(a) 鉄筋本数（周長／長さ）を必要とする場合 (b) 鉄筋長さを必要とする場合 

図－2 配筋方法 
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5.15 1本打ち杭の偏心に対する基礎のせん断設計 

【よくある指摘事例】 

1 本打ち杭の偏心に対する基礎のせん断設計について不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

令第 38 条，平成 19 年国交省告示 594 号第 1 第一号，第二号 

 

【指摘の趣旨】 

柱軸力は基礎を介して杭へ伝達される．柱軸心と偏心した杭では，柱と杭の偏心によるせん断力と

モ－メントの処理が基礎の設計で必要となる．基礎の設計で考慮する偏心した杭の杭反力は，図－1

に示す応力算定位置すなわち柱面と杭心の関係で決められている１）．柱と杭の重なりによってこのよ

うに基礎を介して伝達される柱軸力は低減されるものの，図－2（a）のように伝達軸力は基礎のせん

断力として設計されていることが多い．これに対し図－2（b）のように｢圧縮ストラット｣の考え方に

基づいたせん断設計を行う場合において不明確な事例がある．以下では偏心基礎について，RC 基準

2018１）の考え方についてポイントを提示するとともに，既往の文献などに基づいた圧縮ストラット

の考え方を【参考】として示す． 

 

【解説】 

1. 偏心基礎のモデル化 

偏心軸力は，柱と偏心杭を結ぶ斜め方向の圧縮力となり，鉛直力と「圧縮ストラット（圧縮束）」

と称する斜め圧縮力を釣り合わせるための水平力（曲げモ－メント）をこの圧縮力と組み合わせて設

計することが考えられる．この圧縮ストラットの設計法については，2010 年版以前の学会 RC 規準

の基礎の設計に記述がないということで，問題となる場合が多かった． 

偏心杭の基礎せん断設計では，偏心距離 e がせん断スパンであり，せん断スパン e を基礎梁応力中

心距離 j で割った｢せん断スパン比 e/j｣は小さくなるので，いわゆるディープビームのせん断設計と

なる．すなわち，図－2（a）のような偏心による曲げモ－メント M＝Ne とせん断力 Q＝N による曲

げせん断ではなく，図－2（b）のように，ストラット･タイ構造が形成されると考えることができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 柱と杭が偏心する場合に基礎に働く力 図－1 学会 RC 規準１）による 

  基礎設計用せん断力 

(a)せん断力と曲げ 
モ－メントによる伝達 

(b)圧縮ストラット 
による伝達 
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2. 日本建築学会「鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説 2018」１）の考え方 

RC 規準 2018１）は 20 条基礎の解説文（pp.356～368）および計算例（pp.383～387）にストラッ

ト・タイモデルを取り上げている．図－3 に示すようにストラットせいは基礎梁の応力中心距離 j と

しており，これは圧縮水平タイを基礎梁の曲げ圧縮域と考えると妥当な考え方である．  

RC 規準 2018１）の計算例では文献２），３），４），５），６）の実験結果に基づき，圧縮ストラット

の断面積 Asを柱断面積の 0.8 倍とし，この断面積を使

うことで実験結果は 1.14倍以上の余裕を持って評価で

きることが示されている．ただし，一律に 0.8 倍を推

奨しているわけではなく，設計者がストラット傾斜角

等の実情に応じて適切に判断する必要がある７)として

いる． 

As＝0.8 Ac             （1） 

C＝N / sinθ             （2） 

σ＝C / (As sinθ)           （3） 

H＝C cosθ＝N / tanθ＝N e / j     （4） 

Ac：柱断面積  θ：ストラット傾斜角 

N：ストラット上端における柱軸力 

C：ストラット軸力 

H：ストラット軸力の水平成分  σ：ストラットの圧縮応力度 

このほか，ストラット軸力には柱と杭の重なりによる低減を考慮しないこと，水平スラストに対し

ては基礎梁の引張鉄筋で設計し，ストラットの圧縮応力度はコンクリートの許容圧縮応力度以下にす

ること，また実験研究の範囲として偏心量 e については e / j を 0.5 以下とすることなどが記されて

いる． 

なお RC 規準 2018１）では杭断面は柱断面よりも大きいと仮定しているが，杭断面が柱断面より小

さい場合は（1）式の柱断面積には杭断面積を採用すべきである． 

 

2.1 2方向偏心について 

RC 規準 2018１）では p.385 計算例４及び Q＆A8）において 2 方向偏心をストラット・タイモデル

で解説しているが，p.387 に付記されているように，2 方向偏心基礎には未解明の事柄が多い．当面，

設計者は今後の研究の進展に注意を払うとともに，コンクリート強度に余裕を持たせ，基礎スラブの

基礎筋とはかま筋，杭頭のフープ筋を多めに配することが望まれる． 

 

3. 圧縮ストラット設計上の留意事項９） 

後述の【参考】で取り上げるディープビームのせん断設計の内容と併せて，圧縮ストラットを設計

する上での留意事項を記述する． 

(1) 圧縮ストラットモデルは引張りタイと合わせてストラット・タイモデルと呼ばれ，荷重および

支持条件もトラスとして閉じている．ここでは引張りタイは基礎梁の引張鉄筋であり，偏心による

曲げモーメントに対する対処と同様である．  

(2) 柱と杭の重なりによる低減を考慮しない柱軸力に，傾き分による補正を行ってストラット軸力

図－3 学会指針の圧縮ストラットモデル 
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とする． 

(3) ストラットのコンクリート圧縮強度は支圧強度ではなく設計基準強度を用いる． 

(4) 偏心距離が基礎梁せいに対して過大となると，有効なストラットが形成されないおそれがある

ため，偏心量 e は e / j ≤ 0.5 とする． 

(5) 圧縮ストラットの設計では通常はコンクリートの圧縮強度のみで抵抗できることが多く，また

柱筋が基礎梁内にも配筋されるため，ストラット方向の軸鉄筋は必要としない．多くの実験では，

圧縮ストラットに沿うひび割れが報告されているが，偏心基礎では，基礎梁内の柱フープや基礎に

よる拘束によってこのようなひび割れは防止できると考えられる．偏心曲げに対する配慮はこれ

までの設計と変わらないが，特に基礎の回転を拘束できるように梁引張主筋を基礎内へ定着させ

る．建物外側に杭が偏心する場合は，図－4（c）に示すように基礎梁を基礎外端まで延長する等の

配慮が必要である．なお，定着の詳細については RC 規準 2018１）の第 17 条定着の解説に従う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 地震時に大きな引抜き力が作用する場合の柱と杭の偏心については引張ストラットに応じた斜

め引張筋を配置することは不可能に近いためストラット・タイモデルは困難である．柱と杭の鉄筋

は鉛直・水平方向の力を負担伝達できるような配筋と定着の工夫が，設計する構造物に応じて必要

である． 

特に塔状比が 4 を超える建物は，市街地の狭い敷地で軟弱な地盤に計画されることが多く，大

きな引抜き力に対して杭の引抜き抵抗で対処される．偏心基礎では柱外面と基礎外面が同面とな

ることもあり，そのような場合には柱主筋が杭主筋から大きく外側にずれて配筋されることにな

るので，柱主筋と杭主筋の引抜き力の伝達が可能であることを確認する． 

 

 

【参考】 

RC 規準 2018１）は「杭の偏心実験」をもとに導いたものであり，直接的な実験結果に基づいてい

る．ここでは短スパン梁（ディープビーム）のせん断設計の考え方から導きだした設計式と圧縮スト

ラットモデルから導き出した設計式が同等の結果を与えることを参考として示す． 

1. ディープビームのせん断設計 

せん断スパン比の小さなディープビームの破壊形態やせん断耐力については，土木工学分野では多

くの実験的検討がなされており，せん断スパン a を基礎梁有効せい d で割ったせん断スパン比 a/d

図－4 偏心基礎の配筋 

引張力 圧縮ストラット
に沿うひび割れ
を防止するため
に基礎梁内の柱
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柱 
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が 1 以下では圧縮力が主体となるため，せん断補強筋はほとんど効果を発揮しないとの報告もある．

しかしながら，建築構造における告示や 2010 年版以前の RC 規準に基づくせん断設計では，ストラ

ット･タイモデルは一般的ではない．以下では，土木などの各種構造設計規準におけるディープビー

ムのせん断設計を比較する． 

梁のせん断耐力はコンクリート負担分とせん断補強筋による負担分の加算であらわされる．ここ

で，後者のせん断補強筋についてはトラス理論が用いられる．前者のコンクリート負担分については

せん断スパン比による割増が考慮されている．この割増はストラット圧縮モデルをせん断の形に表現

するための便法である．各基準の耐力式は以下のようである． 

ACI Building Code 

ACI 318－99 Deep Beam Design によれば，せん断スパン比 a/d によるせん断耐力の割増は， 

   3.5 − 2.5(𝑎 𝑑⁄ )                                 （5） 

で与えられ，2.5 以下と規定されている 10）  

コンクリート標準示方書 

土木学会のコンクリート標準示方書ではディープビームについて，せん断補強材を用いないせん 

断耐力式の中で，せん断スパン比による割増係数aが， 

                                         （6） 

と表される 11）． av /d=2 で上式は 1.0，av /d=0.4 で上式は 4.3 となる． 

道路橋示方書 

日本道路協会の道路橋示方書Ⅳ下部構造編によればせん断スパン比 a/d に対応させて次表のよう

に割増係数 Cdcを与えている 12）． 

表－1 せん断スパン比によるコンクリ－トの負担するせん断耐力の割増係数 Cdc 

a/d 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 

Cdc 6.4 4.0 2.5 1.6 1.0 

幸左の提案式 

九州工業大学の幸左らは国内外で行われた梁部材実験データをまとめて a/d ≤ 2.5 のディープビ

ーム部材のコンクリ－ト負担部分を表すせん断耐力式を，割増係数 Cdcを用いて提案している 13）． 

                                         （7） 

a /d=2.5 で 1.0 となるように補正すれば，a /d＝0.4 で 6.25 となる． 

石橋の提案式 

東日本 JR の石橋らはせん断スパン比が小さい 0.95 ≤ a/d ≤2.0 の壁式橋脚を模擬した RC 柱型試

験体の水平加力試験結果のせん断耐力から次の係数で与えている 14）． 

（8） 

a1 /d＝2 で 1.0 となるように補正すれば，a /d＝0.4 で 6.53 となる． 

荒川終局 min 式 

建築学会の RC 規準１）でせん断耐力を与える荒川終局 min 式に含まれる M/Qd ＝a/d の部分を

取り出すと，終局せん断耐力 min のせん断スパン比に関わる係数は， 

𝛽𝑎 =
5

1 + (𝑎𝑣 𝑑⁄ )2
 

𝐶𝑑𝑐 =
10.3

1 + (𝑎 𝑑⁄ )2
 

(
𝑎1

𝑑
)

−1.166
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9） 

a /d＝3 で 1.0 となるように補正すれば，a /d＝0.4 で 6.00 となる． 

以上の各規準式におけるせん断スパン比とせん断耐力の増大率の関係を図－5 にまとめる．荒川終

局 min 式に基づく RC 規準せん断設計におけるせん断耐力の割増係数 は 

（10） 

 

と表わされるので，整合するせん断スパン比は 1≤ a/d である．これはせん断スパン比が小さくなる

と，圧縮ストラット効果が支配的になって，せん断設計におけるせん断抵抗機構が異なることを除外

するためであると思われる．荒川の実験デ－タは a/d＝0.4 まであるので，図－5 は 0.4≤ a/d を示

している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 圧縮ストラットモデル 

図－6 のストラットモデルを考える．ここでは、上に示した規準式や実験式との比較を容易にする

ためストラット断面は図－2（b）に示す梁の応力中心距離ｊではなく，有効せいｄを用いて検討を進

める． 
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図－5 せん断スパン比によるせん断耐力の増大 
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図－6 圧縮ストラットモデル 
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せん断スパンを a，ストラットモデルせいを d とすればストラットの傾き は 

 

                                          （11） 

ストラットの水平投影せい deを梁有効せいの 倍であるとして de=  d とし，有効幅を beとすれば，

ストラットの軸断面積 AC は， 

 

（12） 

終局時の圧縮軸応力度を𝜎𝐶として，ストラット軸力 C を鉛直方向のせん断力 Q に置き換えると 

（13） 

 

せん断スパン比の大きな（おおよそ a/d ≥ 3）梁のせん断耐力を Q0 とすれば，終局のせん断応力度

を τuとして j=0.875d を用いて， 

Q0 = 𝜏𝑢𝑏𝑗 = 0.875𝜏𝑢𝑏𝑑                                                     （14） 

ここで b は梁幅を表わす．b＝beとして，コンクリート強度を Fcとすれば，終局軸応力度𝜎𝐶＝Fc，終

局せん断応力度はおおよそ τu＝ Fc /10 なので， 

 

                                                                                  （15） 

すなわちせん断スパン比 a/d による見かけのせん断耐力の増大率は次式で与えられる． 

                                          （16） 

 

以上は，コンクリート強度とせん断強度の関係を終局強度として，せん断耐力の増大率を導出した

が，長期あるいは短期についても同様の考察が可能である．図－5 には，λ＝0.5 と 1.0 の計算結果を

あわせて示している．圧縮ストラットの水平投影せいを梁有効せいの 0.5 倍（λ＝0.5）とすれば，荒

川の min 式にほぼ対応しており，さらに他の規準式と比較しても安全側の評価となることがわかる． 

（16）式は，be j を断面積としてせん断設計をする場合の許容せん断耐力の増大率である．偏心基

礎の断面設計では，この増大率を用いたせん断設計に代えてストラットの圧縮耐力を直接検定すれば

よい． 

 

 

 

 

 

𝐴𝐶 = 𝑏𝑒𝑑𝑒sin 𝜃 = 𝑏𝑒𝜆𝑑sin𝜃 =
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𝑑⁄ )
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 Q = 𝐶 sin 𝜃 = 𝜎𝐶𝐴𝐶sin𝜃 = 𝜎𝐶 𝜆𝑏𝑒𝑑sin2 𝜃 =
𝜎𝐶𝜆𝑏𝑒𝑑

1 + (𝑎
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5.16 地震時における地盤の鉛直ばね 

【よくある指摘事例】 

地震時における地盤の鉛直ばねの評価方法について不明確な事例がある． 

 

【関係法令等】 

2020 年技術基準 pp.321～322 

 

【指摘の趣旨】 

建物や地盤の特性により，構造計算において，地震時における地盤の鉛直ばねを設けてその影響を

考慮すべき場合がある．2020 年技術基準１）には，「通常の設計においては、地盤ばねを設けずに計算

を行っても問題のない結果となることが多い。」とした上で，ただし書きに，「鉄筋コンクリート造の

建築物の耐力壁の脚部や剛性の低い基礎ばりの周辺では、地盤の鉛直方向の変形や基礎の浮上り（地

盤からの鉛直反力がなくなる状態）が生じやすく、かつ、その場合には影響を考慮した応力解析を行

う必要があることから、接地圧や支点反力などの状態を確認した上で地盤のばね（基礎直下及びくい

先端の鉛直の地盤ばね、杭周辺の摩擦によるばね等）を設けるべきか判断する。」と記載されてい

る．そして文献１）に，地盤のばねは，地盤調査の結果に基づき設定するほか，基礎指針 2001２），

文献３）などを参考にすることができることが記されている． 

長期の地盤の鉛直ばねについては，両文献に共通して，即時沈下量から算定することが示されてい

る．一方，地震時の地盤の鉛直ばねの算定法については，様々な要因を考慮する必要があり，現在の技

術レベルでは一律に定めることが困難であることが述べられている．以下では，直接基礎および杭基

礎において，地震時における地盤の鉛直ばねの算定方法について解説する． 

 

【解説】 

1. 直接基礎 

基礎指針４）には，使用限界状態（長期）における地盤の鉛直ばねとして，即時沈下量から算定する

方法が提示されている．同文献５）で，地震時については，排水条件の違いや地震時付加応力の違いに

配慮すべきことが注意書きされている．具体的には，通常の砂質土地盤では，地震時に非排水状態の

仮定が成り立つと考えてよく，即時沈下量算定式の適用にあたり，排水状態では 0.25～0.35 程度のポ

アソン比を非排水状態では 0.5 と仮定することができる旨が記載されている（地盤剛性は長期より地

震時の方が大きくなる）．また特別な場合を除き，地震時の地盤内付加応力によって地盤の変形係数が

変化することは，考慮しなくてもよい旨が記載されている． 

文献６）には，地盤のばねの直接の記載はないが，基礎の弾性鉛直変形量の算定式が提示されてい

る．算定式としては，基礎の接地圧に鉛直方向地盤反力係数の逆数を乗じる式が示されている．そし

て，文献７）において，鉛直方向地盤反力係数は，常時：地震時＝1：2 としている． 

文献８）では，「常時と地震時の値は載荷状態の相違によるものであり，荷重―変位曲線の処女荷

重に対する値と繰り返し曲線に対する値がそれぞれ常時，地震時に相当すると考えると，その比が

1：2～1：4 ぐらいの値を占めることが実験結果より明らかになっている．これより，その最小値と

して 1：2 を採用」と記載されている． 
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2. 杭基礎 

基礎指針 2001９）には，使用限界状態（長期）における杭のばねとして，即時沈下量から算定する

方法が提示されている．一方，杭基礎の地震時鉛直ばねに関する直接の記載はない． 

文献 10）には，長期及び地震時（永続作用支配状況及び変動作用支配状況）の「杭の軸方向ばね定

数は，杭の鉛直載荷試験による杭頭部の荷重と沈下量の関係から，降伏支持力点に対応する割線勾配

として求めるか，推定式によって求めてよい．」と記載されている．支持杭に対しては，杭工法・杭

先端地盤の種類に応じた補正係数を設定した推定式が提案されている．摩擦杭に対しては既往の載荷

試験に基づく推定式を用いることとしている．そして，文献 11）では，（道路橋示方書の）レベル 2

地震時の軸方向ばね特性は，長期及び地震時（永続作用支配状況及び変動作用支配状況）のばね定数

を初期勾配とし，押し込み支持力の上限値 PNU，引抜き抵抗力の上限値 PTUを上限値とするバイリニ

ア型とすると述べられている． 

 

表－1 地震時における地盤の鉛直ばねに関する各種文献における記載 

 直接基礎 杭基礎 

建築基礎構造設計指針 

定性的に，地震時が長期より大きい

値となることが記載される．地震時

に関する具体的な算定方法は記載

無し． 

地震時に関する記載無し． 

道 路 橋 示 方 書 地震時／長期＝2.0 としてよい． 

長期及び地震時のばね定数は，支持

杭と摩擦杭それぞれに対して推定

式が提案されている． 

 

地震時鉛直ばねは，算定した長期鉛直ばねに比率を乗じて設定している．現行の構造設計において

は，上記文献を踏まえ，地震時ばねと長期ばねの比率は，直接基礎においては 2 倍，杭基礎において

は 1 倍とするのが一般的である．また，杭基礎にも直接基礎に対する見解を引用し，直接基礎・杭基

礎ともに 2 倍とする考え方もある． 
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